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大阪府における行政の福祉化の取組みについて

大阪知的障害者雇用促進建物サービス事業協同組合（愛称：エル・チャレンジ）について



 

 
府政のあらゆる分野において、福祉の視点から総点検し、住宅、教育、労働などの各分野の連携のもとに、施策の創意工夫や改善を通して、障がい者や母子家庭の母、

高齢者などの雇用・就労機会を創出し、『自立を支援する取り組み』であり、全庁的に進めている。 

取り組みにあたっての視点 

平成１２年３月『行政の福祉化促進プロジェクト報告書』策定 

行政の福祉化促進プロジェクトチーム（H⑪～H⑮） 
 

座長：福祉総務課長  構成員：各部局総務担当課長 

※各部局で「行政の福祉化推進員」を指定し、行政の福祉化に関する施策の進捗状況の把握及びに施策実施

の促進に務める。 

行政の福祉化推進会議（平成１５年７月～） 

◎官公需発注等による、就職困難層の雇用・就労支援の状況（平成２８年３月末時点） 

 雇用者数 備考 

総合評価入札制度 １４１  

 
大規模（10 施設） １１８ 平成 15 年度～全国初の取組み 

中規模（８施設） ２３ 
平成 18 年度から実施：府民センター（6 箇所）及び府立大学府羽
曳野キャンパス等 

小規模施設（３施設） ３ 清掃業務において府の非常勤職員として雇用 

指定管理者制度（6８施設） ４０６ 指定管理者からの新規提案数＋既雇用数 

大阪版市場化テスト（７業務） ４  

合    計 ５５４  

◎既存資源の福祉的活用（平成２８年３月末時点までの実績） 

 ・知的障がい者、精神障がい者のｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑの開設にあたり、府営住宅を４１３箇所(６８９戸)提供（継続事業） 

◎公務労働分野における就労促進（平成２８年３月末時点） 

 ・５０名の母子家庭の母を非常勤事務職員として雇用（継続事業） 

 ・知的障がい者３１名及び精神障がい者６名を非常勤事務職員としてチャレンジ雇用（継続事業） 

  ※知的障がい者の配置については、23 年度よりハートフルオフィス（大手前・咲洲両庁舎）を設置。 
   精神障がい者の配置については、従来どおり所属配置。 
◎市町村への働きかけ（平成２８年 3 月末時点） 

 ・総合評価入札制度導入市町  18 市 

 

 

○ 平成１８年度からの指定管理者の選定にあたり、障がい者雇用の促進など、行政の福祉化

の観点を審査基準等に盛り込み、障がい者や母子家庭の母などの就職困難者の雇用を創出 

○ 平成 19 年度からの大阪版市場化テストにおいても就職困難者の雇用を創出 

○ 市町村への普及啓発 

報告書策定以降の取組み 

○ 福祉の目指すべき方向は、障がい者や母子世帯の母、高齢者など特定の課題 

を抱えている人たちに対し、それぞれの人の自立した生活を支援していく 

という視点が不可欠！ 

○ 健康福祉部だけでなく、府政のあらゆる分野で既存資源を活用、あるいは 

行政手法の改善工夫を行うことで自立支援を促進する。とりわけ雇用就労に 

つなげていく必要があるが新たに雇用創出のための事業化･予算化はしない！ 

 

 

○ 「福祉は担当部局のみが行なう」という職員の意識も同時に改革していく！ 

【新たな課題】雇用失業情勢のさらなる悪化 

⇒とりわけ障がい者、母子家庭の母をめぐる雇用環境の悪化 

概 要 

これまでの取組みに加え、府の公共発注や公務労働を活用して、障がい者や母

子家庭の母の雇用により一層つながる視点で次の項目を重点的に検討。 

（１）官公需発注に際して、障がい者雇用・就労支援の検討 

   ⇒ ・総合評価一般競争入札制度の導入 

・府有施設における清掃業務の就労訓練（就労支援）の取組み 等 

（２）緊急地域雇用創出特別基金事業の活用（平成 11～16 年度） 

（３）既存資源の福祉活用の検討 

   ⇒ ・グループホーム、ケアホームへの府営住宅の提供 

     ・府立高等学校余裕教室の福祉的活用 等 

（４）公務労働分野における障がい者等の就労促進方策の検討 

   ⇒ ・非常勤事務職員として母子家庭の母を雇用 

     ・知的障がい者を非常勤職員としてモデル雇用 等 

平成１５年３月『平成１４年度 行政の福祉化推進プロジェクト報告書』策定 

庁内の推進体制 

主要項目における取組み結果 

行政の福祉化とは 

○ 障害者自立支援法が施行され、働く意欲のある障がい者の能力・適性に応じた就労支援について、積極的な 

取組みが全国的に求められており、今後ますます障がい者の雇用促進や自立支援が重要な施策となってきている。 

◎平成１１年１１月 副知事をトップに各部局総務担当課長で結成 

○ 大阪府としては、今後とも「行政の福祉化」の取り組みを進めて行くとともに、障がい者や母子家庭の

母などの自立支援につながるよう、国、市町村、企業などにも広がっていくよう積極的に進めていく。 

今後の取組みの方向性 

平成 19 年における全国の母子世帯の完全失業率は 

7.1%と高い状況（一般世帯は 3.9%） 

大阪府内民間企業における障害者法定雇用率達成 

割合は 45.3%と未だ低い状況(H28.6.1 時点) 

※民間企業の法定雇用率は、1.8%から 2.0%へ改定（H25.4.1～） 

あくまで既存の予算・事業・資源を活用して取り組む 

P1～P2 

大阪府における行政の福祉化の取組みについて 
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１．「行政の福祉化」とは 

  

府政のあらゆる分野において、福祉の視点から総点検し、住宅、教

育、労働などの各分野の連携のもとに、施策の創意工夫や改善を通し

て、障がい者や母子家庭の母、高齢者などの雇用・就労機会を創出し、

自立を支援する取り組みを「行政の福祉化」として全庁的に進めてい

ます。 

  大阪府では、平成１１年度と１４年度（平成１５年３月）の２度に

渡り、副知事をトップとするプロジェクトチームを設置し、「行政の

福祉化推進プロジェクト報告書」を策定し、様々な取り組みを行って

います。 

さらに今後は、大阪府の行政の福祉化の取組みが、府民の幅広い理

解と協力のもと、市町村をはじめ、国、企業などにも広がり、障がい

者や母子家庭の母などの雇用・就労機会を創出し、自立を支援する取

組みが広まるよう積極的な働きかけを行ってまいります。  
 

 
 

 

 

 

○新たな報告書の策定にあたっては、雇用失業情勢が一層の厳しさを

増す中、とりわけ障がい者や母子家庭の母をめぐる雇用関係は特に

きびしいものがあったため、これまでの取組みを総括しながら、さ

らに充実・強化するため、府の公共発注や公務労働を活用して、障

がい者や母子家庭の母の雇用により一層つながる視点で次の項目を

重点的に検討しました。 

（１）官公需発注に際して、障がい者雇用・就労支援の検討 

（２）緊急地域雇用創出特別基金事業の活用 

（３）既存資源の福祉活用の検討 

（４）公務労働分野における障害者等の就労促進方策の検討 

 

行政の福祉化プロジェクト報告書の概要（平成 15 年 3 月策定） 

 

○ 平成 18 年度からの公の施設における指定管理者制度導入にあたっ

ては、障がい者雇用の促進など「行政の福祉化」の観点を審査基準

に盛り込み、障がい者や母子家庭の母などの就職困難者の雇用が創

出できるよう努めた。 

 

プロジェクト報告書策定以降の新たな取組み 
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２．「行政の福祉化」における総合評価入札制度の位置づけ 

雇用情勢が厳しさを増し、とりわけ障がい者など就職困難者を巡る

雇用環境は、特に厳しい中、官公需発注における障がい者などの雇用・

就労支援を行う観点から、平成１５年度に全国初の取組として、大規

模施設（ＷＴＯ物件）での清掃等業務発注において、評価項目に障が

い者や母子家庭の母の雇用などの視点を盛り込んだ総合評価入札制度

をモデル的に導入し、１６年度には新たに７施設において同種の総合

評価入札制度を検討・実施し、府の大規模施設の全ての物件（９施設）

で本格実施した。 

さらに、１７年度には、同じく９施設において、２０年度までにお

ける総合評価一般競争入札を実施し、１９年度には、２０年度の契約

更新に向けて評価項目等の見直し（継続雇用等）を行い、20 年度には、

新たに１施設の大規模施設（府警本部本庁舎）を加えた計１０施設に

おいて総合評価入札を実施、２３年度には大阪府本庁舎に咲洲庁舎を

加えて実施した。 

 

 
 

○知的障がい者・就職困難者雇用状況〔総括表〕（平成 25 年 3 月 31 日

現在） 

【大規模施設】                【中規模施設】  
 20～23

年度  
(契約期間 3 年) 

23～26
年度  

(契約期間 3 年) 

26～29
年度  

(契約期間 3 年) 

 

25 年度  
(契約期間 3 年) 

26 年度  
(契約期間 3 年) 

27 年度  
(契約期間 3 年) 

施設数（ヶ所） １０ １０ １０ ３  ２  ３  
知的障がい者雇用数（人） ６０ ５６ ６１ ３  ２  ３  

 当該現場  ４５ ４６ ４６ ３  ２  ３  
当該現場以外  １５ １０ １５ ―  ―  ―  

就職困難者雇用数 
（ 人 ）  

１０８ ６１ ５７ 
５  ５  

 
１３  
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３．総合評価入札制度を支える就労訓練の取り組み 

 

府の清掃発注における総合評価入札実施の前提としては、清掃業務

にスキルを持った知的障がい者の存在が不可欠です。府では、平成   

１１年度より、府有施設における就労訓練としての清掃業務を、「大阪

知的障害者雇用促進建物サービス事業協同組合（エル･チャレンジ）」

に委託し、エル・チャレンジとともに知的障がい者等の就労支援に努

めてきました。「行政の福祉化」の重要な取り組みのひとつです。 

平成２７年度においては、府の８２施設における清掃業務をエル・

チャレンジに委託したところであり、今後も引き続き、訓練修了生の

民間企業での雇用につなげる取り組みを支援していきます。 

 

 

 

 

４．公の施設における指定管理者制度において、障がい者雇用 

の促進など「行政の福祉化」の観点を導入 
 

指定管理者制度の導入にあたって選定基準に行政の福祉化の視点

を盛り込むよう、平成１６年１１月に庁内関係部局で構成する検討ワ

ーキングを立ち上げ検討をすすめてきました。  
その結果、障がい者法定雇用率や各種就労支援事業を活用した雇用、

知的障がい者の清掃現場就業に対する取組みなどを行政の福祉化の

観点として導入できるよう検討を行い、平成１８年度からの指定管理

者の選定にあたって行政の福祉化関連項目として審査基準等に盛り

込んだことで、４０６名の障がい者や母子家庭の母などの就職困難者

の新規雇用を生み出しました。  
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５．大阪版市場化テストの対象業務の発注にあたって、障がい

者雇用の促進など「行政の福祉化」の観点を導入 
 

  大阪版市場化テストの対象業務として、民間開放を進めることが決

まった業務を発注するにあたって、行政の福祉化の視点を盛り込むよ

う、平成１９年４月に庁内関係部局で構成するワーキングを立ち上げ

検討を進めてきました。 

  その結果、障がい者雇用率や各種就労支援事業を活用した雇用など

を行政の福祉化の観点として導入できるよう検討を行い、事業者の選

定にあたって行政の福祉化関連項目として審査基準等に盛り込むこ

ととしました。 

 

６．「行政の福祉化」における主な取り組み 

このように、大阪府の「行政の福祉化」の取り組みとしては、総合

評価入札制度や指定管理者制度のほか、主なものは以下のとおりです。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

[公務労働分野における障がい者等の就労促進] 

厳しい雇用環境の中、府自らが積極的に雇用を進めています。  
その取り組みとして、本庁における知的障がい者の職場実習の受

け入れや非常勤職員としてのチャレンジ雇用などを実施し、平成 23
年度からは、集中配置方式によるハートフルオフィス（大手前・咲

洲）を設置しています。  
また、母子家庭の母については、母子家庭等就業・自立支援セン

ターへ求人を行い、雇用しております。  

[既存資源の福祉活用] 

知的障がい者、精神障がい者のグループホーム・ケアホームの開

設にあたり、府営住宅の提供を行っています。  
  最近の取り組みとして、本館１階において営業しておりました「ま

ちのパンやさん」にかわり、府庁別館のスペースを活用し、「福祉の

コンビニ  こさえたん」がオープンしました。障がい福祉施設で作っ

た、パン、弁当・惣菜や焼菓子、雑貨等を販売しています。  

[生活困窮者就労訓練事業] 

  池田子ども家庭センター、岸和田子ども家庭センターにおいて、

就労訓練事業所認定を受けた事業所に清掃業務を委託し、生活困窮

者の就労訓練の場としています。  



6 
 

 

大阪知的障害者雇用促進建物サービス事業協同組合 

（愛称 エル・チャレンジ）について 

 
１ エル・チャレンジの概要 

○目 的  清掃等の建物サービスを通じて、知的障がい等のある人たち対する就
労訓練の実施や一般企業への就労支援システムづくりに取り組み、知
的障がい者等の雇用の促進を図る。 

○形 態  中小企業等協同組合法による事業協同組合（大阪府知事認可） 
○役員及び組合員 
  代表理事 冨田 一幸（株式会社ナイス代表取締役） 

    理事 坂本 ヒロ子（社会福祉法人大阪手をつなぐ育成会理事長） 

    理事 小泉 いと子（社会福祉法人大阪市手をつなぐ育成会理事長） 

    理事 佐伯 英敏（株式会社グッドウイルさかい代表取締役） 

    理事 小尾 隆一（社会福祉法人大阪手をつなぐ育成会理事兼事務局長） 

    理事 丸尾 亮好（エル・チャレンジ事務局長） 

    監事 殿村 壽敏（社会福祉法人精神障害者社会復帰促進協会理事長） 
 

○設 立  平成 11 年 5 月 6 日 
 
２ エル・チャレンジの業務内容 

区分 業務内容 
日常清掃 ① モップやほうきによる清掃 

② デッキブラシ等によるトイレ清掃 
③ トイレットペーパー、消毒液等の点検・交換 

定期清掃 ① ポリシャーによる剥離洗浄ワックス塗り 
② ポリシャーによるカーペットクリーニング等 

ガラス清掃 ① ガラス清掃（ゴンドラ等による外面ガラスの清掃は除く） 
屋外清掃 ① ブロアによる落ち葉清掃 

②  側溝の土砂上げ 
③  植栽への水まき 

除草 ① 肩がけや自走式の除草機による大規模な草刈 
② 手作業による根おこし除草 
③ ゴミ処理場への運搬 

※ その他、必要に応じての清掃業務等（但し、高所及び危険場所等の清掃について
は困難な場合もある）、小規模なものから大規模な清掃まで、十分な経験を有する。 

 
３ 大阪府における取組み 
  エル･チャレンジは、知的障がい者等の様々な支援に取り組んでいる社会福祉法

人等６つの団体を組合員（構成員）として、知的障がい者等の雇用促進を図るため
設立された中小企業等協同組合法による事業協同組合である。同組合では、知的障
がい者等の雇用促進を図る一環として、組合員の行う建物サービス（清掃業）の共
同受注等を行っている。 

大阪府では、「行政の福祉化」の取組みの一環として、知的障がい者等の雇用を
促進させるために、就労訓練から雇用の確保、そして定着指導までの一貫したプロ
グラムによる就労支援システムの確立を図るエル・チャレンジに対し、訓練現場の
提供を行うことにより、知的障がい者等の自立、就労機会の拡大を図ってきた。 

平成２７年度までの取組みの実績は、訓練生として延べ２，０００名を超え、そ
のうち７００名以上の方の就職に繋がっている。 

 

＜問い合わせ先＞ 

大阪知的障害者雇用促進建物サービス事業協同組合 

                                 〔愛称：エル・チャレンジ〕 

[住所]〒540-0006 大阪市中央区法円坂 1-1-35 大阪市教育会館５階 

[電話]06-6920-3521  [FAX]06-6920-3522 

 
 
 

別添 ２ 



 
 

 

 

 
 
障がい者雇用率制度 

 事業主は、次のように障がい者雇用率（いわゆる法定雇用率）によって計算される法定雇用

障がい者数以上の身体障がい者又は知的障がい者を雇用しなければなりません。この法定雇用

障がい者数は、各事業所をまとめた企業全体について計算されることとなっています。 
  なお、精神障がい者は雇用義務の対象ではありませんが、精神障害者保健福祉手帳所持者を

雇用している場合には、各企業における雇用障がい者数の算定対象に加えることができます。 
 
 
             ＝                 × 
 
  
  ※1 法定雇用障がい者数の算定に当たっては、１人未満の端数は切り捨てます。 
  ※2 常時雇用する労働者とは、以下のいずれかの者です。 
   (イ) 期間の定めなく雇用されている労働者 
   (ロ) 一定の期間（例えば、1 週間、2 ヶ月、6 ヶ月等）を定めて雇用されている労働者で

あって、その雇用期間が反復更新され、過去 1 年を超える期間について引き続き雇用
されている労働者又は採用の時から１年を超えて引き続き雇用されると見込まれる労
働者 

   (ハ) 日々雇用される労働者であって、雇用契約が日々更新されて、過去１年を超える期間
について引き続き雇用されている労働者又は採用の時から１年を超えて引き続き雇用
されると見込まれる労働者 

  ※3 短時間労働者とは、１週間の所定労働時間が、当該事業主の事業所に雇用する通常の労
働者の１週間の所定労働時間に比し短く、かつ、20 時間以上 30 時間未満である常時雇
用する労働者のことです。 

     なお、短時間労働者については、1 人の雇用をもって０．５人を雇用しているものと
して、計算することとなります。 

  ※4 除外率設定業種に属する事業を行う事業所の事業主については、「企業全体の常時雇用
する労働者の総数」を計算する際に、除外率に相当する労働者数を控除することになり
ます。 

 
雇用障がい者数の算定方法 

  各企業における雇用障がい者数の算定は、下表のとおり行います。   

週所定労働時間 ３０時間以上 ２０時間以上３０時間未満 

身体障がい者     ○      △ 

      重度     ◎     ○ 

知的障がい者     ○ △ 

      重度     ◎        ○ 

精神障がい者     ○ △ 

  ※ ○＝１カウント ◎＝２カウント △＝０．５カウント 
 
障がい者の雇用に関する状況の報告 
  事業主は、毎年６月１日現在における身体障がい者、知的障がい者及び精神障がい者の雇用

に関する状況の報告を、７月 15 日までに、「障害者雇用状況報告書」により企業の主たる事業
所（いわゆる本社）の所在地を管轄する公共職業安定所の長に対して行わなければなりません。 

  ※報告義務のある事業主 
    法定雇用障がい者数が１人以上となる事業主、すなわち常用雇用労働者数（除外率によ

り除外すべき労働者数を控除した数）が５０人以上の事業主 
 
問い合わせ先 大阪府商工労働部 雇用推進室就業促進課 障がい者雇用促進グループ 

     大阪市中央区北浜東３－１４ エル・おおさか 本館１１Ｆ ℡06－6360－9077 
 

法定雇用障がい者数※1 企業全体の常時雇用する労働者※2 

（短時間労働者※3を含む）の総数

※4 

障がい者雇用率 
（民間企業は２．０％） 

障がい者雇用率制度について 

別添 ３ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

＜大阪府障がい者雇用促進センターは、ハートフル条例の運用や障がい者雇用に取り組む

事業主様の支援を行うため、大阪府商工労働部雇用推進室に設置された組織です。＞ 

 

障がい者が生き生きと働き、自立した生活を送ることができる 

地域社会の実現に向け、ハートフル条例を施行しております。 
 

 

大阪府は、障がいの有無に関わらず、誰もが社会の一員として仕事に就き、そ

の能力を発揮した日々を過ごすことのできる、明るく笑顔あふれる地域社会づく

りをめざしています。 

そのため、障がい者の雇用の促進と職業の安定を図る目的で、「大阪府障害者の

雇用の促進等と就労の支援に関する条例（ハートフル条例）」を制定し、府と関係

のある事業主の皆様に対して、障がい者雇用率（いわゆる法定雇用率）の達成に

向けた取組みを誘導・支援しています。 

府では、法定雇用率の達成に向け、必要な助言や支援をしっかりとしてまいり

ますので、事業主の皆様のご理解、ご協力をお願いいたします。 
 

《ハートフル条例》 

http://www.pref.osaka.lg.jp/koyotaisaku/syogaisyakoyo/jyourei.html 

《ハートフル条例施行規則》 

http://www.pref.osaka.lg.jp/koyotaisaku/syogaisyakoyo/jyoureikisoku.html 

 

☆ 大阪府と契約を締結した事業主 

☆ 大阪府の補助金の交付決定を受けた事業主 

☆ 大阪府の公の施設の指定管理者の指定を受けた事業主 

の皆様へ 《必ずお読みください》 

大阪府障がい者雇用促進センター 

障がい者雇用状況の改善に向けて、 

事業主の皆様のご協力をお願いします。 

http://www.pref.osaka.lg.jp/koyotaisaku/syogaisyakoyo/jyourei.html
http://www.pref.osaka.lg.jp/koyotaisaku/syogaisyakoyo/jyoureikisoku.html
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次の（１）及び（２）に該当する事業主の皆様が対象となります。 

（１） 次のいずれかに該当する事業主 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（２）事業主の規模等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ．条例の対象となる事業主の皆様 

 

   

 
常用労働者数の計算（除外率）について 

常用労働者数の計算にあたり、一定の業種に属する事業を行う事業所の事業主については、その労働

者数から一定率に相当する労働者数を控除できます。控除した後の労働者数が法定雇用障がい者数算

定の基礎となる労働者の数となります。 

（例１）全事業所が建設業に該当する事業主 

常用労働者 69 人 × 20％（除外率） ＝ 13 人（端数切捨て） 

69 人 － 13 人 ＝ 56 人 ← 法定雇用障がい者数算定の基礎となる労働者の数 

 

（例２）全事業所が建設業に該当する事業主 

常用労働者 55 人 × 20％（除外率） ＝ 11 人 

   55 人 – 11 人 ＝ 44 人 ← 法定雇用障がい者数算定の基礎となる労働者の数 

 

 

注１：チェックポイント！ 

■ 大阪府との間で締結される契約（府の支出の原因となる契約に限る。）のうち、次の

いずれかに該当する契約を締結した事業主 

 

・ 一般競争入札又は指名競争入札により締結する契約 

・ 随意契約により締結する契約のうち、ア、イのいずれかに該当する契約 

ア．公募プロポーザル型事業者選定方式により相手方を決定する随意契約 

イ．地方自治法施行令第１６７条の２第１項第３号（＊１）又は第４号（＊２）の規定により締

結する契約 

＊１：障害者支援施設等から物品を買い入れる契約やｼﾙﾊﾞｰ人材ｾﾝﾀｰ等から役務の提供を受ける契約等 

  ＊２：知事の認定した者から新商品として生産された物品を買い入れる契約 

 

■ 大阪府の補助金の交付決定を受けた事業主 

 

■ 大阪府の公の施設について指定管理者の指定（公募に応じて指定の申請をした場合に

限る。）を受けた事業主 

 

■ 常用労働者５０人以上（注１）の民間事業主（法定雇用率 2.0％） 

■ 常用労働者４３．５人以上（注１）の特殊法人及び独立行政法人（法定雇用率 2.3％） 

■  障害者の雇用の促進等に関する法律（以下「法」という。）第４４条から       

第４５条の３までの規定により、障がい者雇用率の算定の特例を受けている親事業主、特

例子会社、関係会社、関係親事業主、関係子会社、事業協同組合等、特定事業主 

※例２のように算定の基礎となる労働者の数が 50 名未満となる場合、報告義務はございません。 
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（１） 障がい者雇用状況の報告 

条例の対象となる事業主は、法定雇用障がい者数以上の障がい者を雇用しているか否

かを確認するため、障がい者の雇用状況（注２）を大阪府知事に報告する必要があります。

（条例第１７条第１項） 

■  報告期限 

「契約締結日」「補助金の交付決定があった日」「指定を受けた日」の翌日から起算して 

１０日を経過する日 

   

 

（ア）管轄の公共職業安定所長に提出した障害者雇用状況報告書（写し）を提出する。 

この場合、報告書の余白又は裏面、あるいは別紙に、下記の例により知事あて報

告する旨を記載して、記名押印（代表者印）又は署名し提出して下さい。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）府で定める様式に記載して提出する。 

様式は次のウェブサイトからダウンロードできます。 

http://www.pref.osaka.lg.jp/koyotaisaku/jorei-yoshiki/index.html 

 

 

 

 

 

■  そ の 他 

・ ハートフル条例に基づいて、すでに大阪府知事に対し、同じ年の６月１日現在の雇用

状況を報告いただいている場合には、改めて提出していただく必要はありません。 

 

 

 

Ⅱ．条例に基づく手続き等 

大阪府知事 様 
大阪府障害者の雇用の促進等と就労の支援に関する条例第１７条第１項の規定に
より、報告します。 
平成○○年○○月○○日    

株式会社 △△ 代表取締役 □□ □□  ○印   
 《記名押印（代表者印）又は署名》 

■  報告方法  （ア）又は（イ）いずれかの方法で報告してください。 

 

【記載例】 

送付先：〒５４０－００３１  

大阪市中央区北浜東３－１４ エル・おおさか本館１１階 

大阪府商工労働部雇用推進室 就業促進課障がい者雇用促進グループ 

 

http://www.pref.osaka.lg.jp/koyotaisaku/jorei-yoshiki/index.html
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・ 「親事業主」「特例子会社」「関係会社」「関係親事業主」「関係子会社」「事業協同組合

等」「特定事業主」については、特例を受けている全事業主分の雇用状況を報告してくだ

さい。この場合、契約締結等の相手方が「特例子会社」「関係会社」「関係子会社」「特定

事業主」（以下「特例子会社等」といいます。）であるときは、「特例子会社等」が全事業主

分の雇用状況を報告してください。 

 

 

 

 

 

（２） 障がい者雇入れ計画の作成 

条例の対象となる事業主のうち 、雇用障がい者数が法定雇用障がい者数を下回る事業

主 （以下「未達成事業主」という。）は、２年以内に法定雇用障がい者数以上となるように障

がい者雇入れ計画を作成し、記名押印又は署名の上、大阪府知事に提出する必要があり

ます。（条例第１８条第１項） 

 

■  提出期限 

「契約締結日」「補助金交付の決定があった日」「指定を受けた日」の翌日から起算して 

２ヵ月を経過する日 

 

■  計画様式（次のウェブサイトからダウンロードできます。） 

http://www.pref.osaka.lg.jp/koyotaisaku/jorei-yoshiki/index.html 

ハートフル条例 様式   検 索 

■  計画期間 

・雇入れ計画の計画期間は２年以内です。ただし、公共職業安定所長の命令により計画を

作成している場合は、その計画の期間の末日を雇入れ計画の期間の末日とすることがで

きます。 

 

・知事は提出いただいた障がい者雇入れ計画が著しく不適当であると認めるときは、当該

雇入れ計画を変更すべきことを勧告することがあります。（条例第１８条第２項） 

 

 

   

 障がい者の雇用状況の報告について 

障がい者の雇用状況を報告していただくにあたり、報告日直前の６月１日の障がい者の雇用

状況を報告していただくこととなっておりますのでご注意下さい。 

※ただし、5 月２３日から 7 月 4 日までの間に契約締結／補助金の交付決定／指定管理者の 

指定を受けた場合は、7 月 15 日までに、当該年度の雇用状況をご報告ください。 

注２：チェックポイント！ 

http://www.pref.osaka.lg.jp/koyotaisaku/jorei-yoshiki/index.html
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（３） 進捗状況及び達成状況の報告 

未達成事業主は雇入れ計画を提出後、その計画の進捗状況や達成状況を大阪府知事に

報告する必要があります。 

 

■  進捗状況の報告 

・障がい者雇入れ計画を作成した事業主は、雇入れ計画を提出後、計画の中間期に当該

雇入れ計画の進捗状況を報告していただく必要があります。（条例第２０条第１項） 

・当該雇入れ計画の進捗状況が適当でないと認められるときには、当該雇入れ計画を確

実に実施すべきことを勧告することがあります。（条例第２０条第２項） 

 

■  達成状況の報告 

・障がい者雇入れ計画の期間の終了後、４５日以内に当該雇入れ計画の達成状況を報告

していただく必要があります。その際、計画を達成できなかった場合はその理由をご報告

いただきます。（条例第２１条） 

 

 

（１） 氏名等の公表 

・大阪府知事は、次のいずれかに該当する場合において、その行為について正当な理由

がないと認めるときは、その者の氏名又は名称、住所及びその行為の内容を公表すること

ができます。（条例第２３条第 1 項） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「障がい者雇入れ計画」を達成することができなかった場合において、そのことが当該計

画を提出した事業主の責めに帰すべき重大な理由によるものと認められるときは、その者

の氏名又は名称、住所及びその旨を公表することがあります。（条例第２３条第２項）  

 

・「障がい者の雇用状況」、「障がい者雇入れ計画の進捗状況」及び「障がい者
雇入れ計画の達成状況」の報告をせず、又は虚偽の報告をしたとき 

 

・「障がい者雇入れ計画」の提出をせず、又は虚偽の計画を提出したとき 

・条例第 18 条第 2 項（障がい者雇入れ計画の作成等）及び第 20 条第 2 項（障
がい者雇入れ計画の進捗状況の報告）の規定による勧告に従わなかったと
き。 

 

・条例第 22 条第１項（報告の徴収及び立入調査）の規定による報告の要求に応
じず若しくは虚偽の報告をし、又は同項の規定による調査を拒み、妨げ、若し
くは忌避し、若しくは同項の規定による質問に対して答弁をせず、若しくは虚
偽の答弁をしたとき。 

 

 

Ⅲ．条例を守らなかったときなどの措置 
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※ご利用はすべて無料です。 

◆ 専門家派遣 

障がい者を雇用するときに役に立つ様々な環境整備をサポートするため、事業主様

の事務所に社会保険労務士や民間企業経営経験者など民間専門家を派遣します。 

 

《サポート内容》 

  ・社内研修会や学習会の講師 

  ・特例子会社設立のサポート 

  ・特例子会社や支援学校・訓練校見学のコーディネート 

・雇用事例紹介、障がい特性理解の促進 

・職場環境の改善、人事・労務管理のアドバイス 

・職場定着のノウハウ提供、助成金等の支援制度活用方策の紹介 など 

 

◆ 職業紹介 

事業主様と、求職中の障がい者の皆さん（職業訓練生や支援学校生徒、福祉施設

利用者等）とのマッチングを行います。 

 

◆ 職業実習受入れのコーディネート 

障がい者の職場実習を検討される事業主様と、実習希望者との橋渡しを行います。 

 

 

（２）制限措置の実施 ≪ ご注意ください。≫ 

条例第２３条により氏名等を公表された事業主に対しましては、下記の要綱に基づき、 

一定期間、契約の相手方、補助事業の対象者又は指定管理者としないことを決定することが

あります。 
 

｢大阪府障害者の雇用の促進等と就労の支援に関する条例の規定に基づき氏名等を 

公表された事業主に係る契約の締結及び補助金の交付等の制限措置に関する要綱｣ 

http://www.pref.osaka.lg.jp/koyotaisaku/syogaisyakoyo/simeikouhyou.html 

 

 
 

 

 

       大阪府障がい者雇用促進センターでは、障がい者雇入れ計画を提出された事業主の

計画達成に必要な助言や支援を行います。（条例第１９条） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅳ．未達成事業主様への支援 

http://www.pref.osaka.lg.jp/koyotaisaku/syogaisyakoyo/simeikouhyou.html
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◆ 各種セミナー・障がい者の職業訓練施設等見学会の開催 

   障がい者雇用の経験が少ない事業主様を対象とした様々な業種に応じたセミナー

や障がい者の職業訓練施設等、障がい者雇用先進事業所の見学会を開催します。 

 

《セミナー開催事例》 

◇障がい者の職業訓練施設等見学会 

   障がい者が実際に職業訓練を行っている様子を見学できます。 

 

◇知的障がい者と働くノウハウをご紹介するセミナー 

   知的障がい者を多数雇用されている企業の事例紹介など。 

 

◇体験型知的障がい者雇用セミナー 

・訓練施設体験コース・・・職業訓練施設で実際に障がいのある方と一緒に 

訓練を行います。  

・雇用企業体験コース・・・特例子会社で様々な業務を体験します。 

 

◇精神障がい者雇用管理セミナー 

   精神障がい者の採用から雇用管理までを学ぶセミナー    など 

 

 

 

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※大阪府では、障がいのある方の思いを大切にし、府民の障がい者理解を深めていくため、大阪府が作成 
する文書等においてマイナスのイメージがある「害」の漢字をできるだけ用いないで、ひらがなで表記 
しています。 

   

雇用の分野で障がい者に対する差別が禁止され、合理的配慮の提供が義務となります 

（平成 28 年 4 月１日から「障害者の雇用の促進等に関する法律（障害者雇用促進法）」が改正） 

 

・募集・採用、賃金、配置、昇進などの雇用に関するあらゆる局面で、障がい者であることを理由とする差別を 

禁止します。 

 

・事業主は、合理的配慮として、障がい者一人ひとりの状態や職場の状況に応じて、例えば視覚障がいのある 

方に対し、点字や音声などで採用試験を行うなどの措置を、過重な負担にならない範囲で提供していただく 

必要があります。 

 

・事業主は、相談窓口の設置など、障がい者からの相談に適切に対応するために必要な体制の整備が求めら

れます。また、事業主は、障がい者からの苦情を自主的に解決することが努力義務とされています。 

ご 確 認 く だ さ い 
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大阪府商工労働部雇用推進室 

就業促進課障がい者雇用促進グループ 

（大阪府障がい者雇用促進センター） 

＜所在地＞ 

〒５４０－００３１  

大阪市中央区北浜東３－１４ 

エル・おおさか(大阪府立労働センター)

本館１１階 

＜電話＞ 

０６－６３６０－９０７７ 

０６－６３６０－９０７８ 

＜ＦＡＸ＞ 

    ０６－６３６０－９０７９ ※矢印は車でお越しの場合（有料駐車場あり） 

 

    

 

 府との契約等 

 
契約日等の翌日から１０日経過するまで 

 雇用状況報告書

の提出 

・50人以上全事業主 
・直前の 6月 1 日の状況 

雇入れ計画の 

提出は不要 

 不足数 

なし 

・契約 
・補助金 
・公の施設の指定管理 

 
不足数 

あり 
契約日等の翌日から２月経過するまで 

 未提出・ 

虚偽等 
 

 雇入れ計画の 

提出 

・計画期間（原則）2年間  未提出・ 

虚偽等 

氏名等が 

公表され 
ます。 

※正当な 
理由がない

とき 

 未達成 

 氏名等公表 
※事業主の責めに帰すべき重大な

理由による場合 

 

 

 
審議会 

知事 

・措置内容の 

決定 

事業主 

一定期間 

契約制限等 

答 申 
制限措置の 

実施 

ハートフル条例等の流れ 

お  問  い  合  わ  せ ・ 書  類  の  ご  提  出  先 

計画期間中は、 

府職員が 

障がい者雇用について 

サポートいたします 



（様式16）

〒

℡

人 人 人 人 人

年 月 日

年 月 日

障害者の雇用の促進等に関する法律施行規則第40条第2項の規定により、上記のとおり届けます。

年 月 日

公共職業安定所長　殿

（イ）～（ハ）の合計人数

（ハ）
精神障害がある者であって
厚生労働省令で定める者の
数

（ロ）
知的障害者の数

（イ）
　身体障害者の数

事 業 主 代 表 者 氏 名
記 名 押 印 又 は 署 名

事 業 所 所 在 地

⑤
氏　　　　 名

⑥
生年月日

①
事
業
所 所在地

名　称 ②
事
業
の
種
類

③
労
働
者
数

④
障
害
者
数

障害者職業生活相談員選任報告書

⑨
権限及び職務区
分

⑩
新任、改任の事由等

障
害
者
職
業
生
活
相
談
員

⑧
職歴等

⑦
選任年月日

〔注意〕  
1  「②事業の種類」欄には、当該事業所の事業の種類を日本標準産業分類の中分類により記載すること。 
2  「④障害者数」の(ハ)欄には、 
  ①  精神保健福祉法第４５条第２項の規定により精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている者  
 又は  
  ②  統合失調症、そううつ病又はてんかんにかかっている者（①に該当する者を除く）であって、症状が安定し、就労が可能な状態にある者であっ 
   て、職場適応訓練の終了後当該職場適応訓練を委託された事業主に雇用されている者 の数を記載すること。  
 3  「⑧職歴等」欄には、障害者職業生活相談員の資格を有することを明らかにするため、それに必要な職歴、勤務年数、学歴等について記載する 
 こと。 
 4   「⑨権限及び職務区分」欄には、障害者職業生活相談員が２人以上いる場合に、この報告に係る障害者職業生活相談員が担当する職務区 
  分、主任等の区分を記載すること。  
 5  事業主代表者氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかとすること。  

別添 ５ 
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ホホホーーームムムペペペーーージジジ制制制作作作・・・デデデーーータタタ入入入力力力なななどどど   
ＩＩＩＴＴＴ関関関連連連のののおおお仕仕仕事事事をををおおお受受受けけけしししままますすす！！！   

   

   
昨今の情報通信技術の進展により、時間や場所にとらわれず働けるテレワークが広がってきて

います。このテレワークは、企業での勤務が難しい障がい者にとっても雇用という形態に限らず

多様な働き方の選択肢のひとつとして大きく期待されています。 

大阪府ＩＴステーションでは、障がい者の方にＩＴ技術習得の訓練を受けていただき、高度な

ＩＴスキルを身につけたテレワーカーを養成し、障がい者の在宅就労を支援しております。 
 
 

 
１、 ホームページ新規作成 
・ ５ページ程度の小規模なもの  ・・・ １０万円程度 
・ ＣＭＳ（コンテンツ管理システム） ・・・ ３０万円程度 

２、 ホームページ更新 
・ リニューアル   ・・・ 元のＨＰにより変動しますので要相談 
・ 特定ページのみ修正など  ・・・ １ページあたり、１万円程度 
・ スポット修正   ・・・ １部分あたり、３千円～５千円程度 

３、 簡易データベース新規作成 
・ パソコン上での簡易ＤＢ検索   ・・・ 仕様により変動しますので要相談 
・ ＷＥＢからの簡易ＤＢ検索  ・・・ 仕様により変動しますので要相談 

４、 簡易データベース更新 
・ アクセスＤＢ処理など  ・・・ 仕様により変動しますので要相談 

５、 簡易イラストデータ作成 
・ マップ作成、ＨＰ上のロゴなど ・・・ ５万～１０万程度 

６、 テープ起こし   ・・・ ６０分１５，０００円、１分あたり２５０円 
７、 点訳    ・・・ 原稿により変動しますので要相談 
８、 データ入力   ・・・ 入力仕様により変動しますので要相談 

＜ お見積は ０６－６７７６－１２２３ までお問い合わせください。＞ 
 

障がい者テレワーカーがお受けできる業務メニュー 

大阪府 ITステーションの概要 

 

【大阪府ＩＴステーション】 
 
■住所  大阪市天王寺区六万体町 3-21  
 
（最寄駅 大阪市営地下鉄谷町線 「四天王寺前夕陽ケ丘駅」）  
 
■運営主体 社会福祉法人 大阪障害者自立支援協会 
 
■お問い合わせ  ＴＥＬ：０６－６７７６－１２２３ 

 ＦＡＸ：０６－６７７６－１２２４ 
e-mail：telework@itsapoot.jp 

 

 

大阪府ＩＴステーション 

別添６ 
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テープ起こし・反訳 
 

会議・講演会・各種シンポジウム・セミナー・インタビュー、裁判証

拠などの録音をご指定の形式の文章原稿にまとめます。 

  

料 金 

 

    60分 15,000円（税別）・1分当たり 250円（税別） 
 

  ■60分未満は、基本料金 15,000円（税別）とさせていただきます。 

  ■60分を超えるものは、1分単位（250円・税別）で加算となります。 

  ■料金には、納品時のプリント原稿用紙代、CDまたは FD代、宅配便代等を含

みます。 
 

納 期 

 

通常 中４日（６０分音声の場合） 
 

  ■録音状態・専門分野によっては、別途ご相談させていただきます。 

  ■音声の受領日・納品日は含んでおりません。 

 

 音声媒体 
 

■テープ・ビデオ・MD・CD・ｍｉｎｉDV・ICレコーダー・その他各種媒体 
 

 納 品 
 

■マイクロソフト ワード・テキスト・一太郎などご指定の形式 

  ■メールによるデータ送付・宅配便・直接持参 ご要望にあわせて納品いたしま

す。 
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在宅就業支援団体の概要 

「在宅就業支援団体」とは 

○  平成 18年 4月 1日に施行（一部、平成 17年 10月１日より）された障害者雇用促進法の改

正において、障がい者の職業的自立の促進のための措置の一環として「在宅就業障害者支援制

度」が創設されました。 

○  その中で、一般就労が困難等の理由から在宅で仕事をしている障がい者（在宅就業障害者）

の支援を行う団体として、全国で現在１９団体が「在宅就業支援団体」として厚生労働大臣に

よる登録を受けています。 

○ 「在宅就業支援団体」は、障がい者の在宅就業を支援するため、発注元の事業主と在宅就業障

害者との間に立ち、      

• (1) 障がい者に対しては、仕事の発注や各種相談支援等を行う  

• (2) 事業主に対しては、納期や品質に対する保証を担う役割を果たします。 

○ 企業が在宅就業支援団体を介して在宅就業障害者へ発注する場合、障害者雇用納付金制度に基

づく特例調整金・特例報酬金の支給対象となります。 

【大阪府内の登録団体】 
 団体名 請負可能業務 

１ 社会福祉法人 大阪市障害者福祉・スポーツ協会・ 

大阪市職業リハビリテーションセンター 

〒547-0026 

大阪市平野区喜連西６－２－５５ 

℡06-6704-7201 Fax06-6704-7274 

http://www.v-sien.org/ 

 

システム開発業務、Web サイト制

作業務、DTP 業務・データ入力、

集計、管理業務、CD-ROM コンテ

ンツ制作業務 

２ 

 

 

 

社会福祉法人 ヒューマンライツ福祉協会 

〒557‐0024 

大阪市西成区出城 2‐4‐10 

℡:06‐6563‐6564 fax:06‐6563‐6584 

http://www.humannet.or.jp/ 

 

クリーニング業務 

データ入力、名刺作成業務 

軽作業業務 

 

別添 ７ 
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大阪府では、府内の福祉施設で働く障がい者の工賃水準アップを目指す「大阪府工賃向上計画

(H27～29)」を平成 27 年 6 月に策定し、現在、共同受注窓口による受発注促進などを盛り込んだ

「工賃向上計画支援事業」を実施しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《工賃の現状》 

福祉施設でさまざまな生産活動を行うことにより施設から利用者の方々に支払われている工賃 

は、1人あたり月額平均で１１，１９０円（平成２７年度）と全国で最も低い水準となっており、

地域で自立した生活を送ることが困難な状況となっております。 

 

《目標工賃》 

大阪府では、平成２９年度までに１３，９００円の目標を掲げており、目標の設定に際しては、

第４期大阪府障がい福祉計画（H27.3 策定）において設定した目標値から算出した額となっており

ます。 

  

《取組内容》 

目標工賃の達成に向け、工賃向上計画支援事業においては、福祉施設の経営改善や技術力の向上

を支援するとともに、企業等のニーズと福祉施設をつなぐコーディネーターを配置し、福祉施設で

生産された製品の販路開拓や業務の受注拡大に取り組んでおります。 

 

■企業ニーズに合う製品の提案 

■企業のアウトソーシングと施 

設の受注可能作業マッチング 

■施設を介した企業と地域のコ

ーディネート 

 

 

○社会貢献・ニーズ 

 

○アウトソーシング 

 

対象施設：約 650 施設 

 

府内にある 

就労継続支援B型事業所等 

企  業 
（発注者） 

受注窓口〈※注〉 福祉施設 

 

 

(※)一般社団法人エル・チャレンジ福祉事業振興機構 

[住所] 〒540-0006 大阪市中央区法円坂 1-1-35 大阪市教育会館４階 

[電話] 06-6949-3551    [FAX] 06-6920-3522 

[HP] http://l-challe.com/kouchin/ 

 

まずは、お気軽にお問い合わせください。 

《受注までのフロー図》 

検索 大阪府工賃向上計画 

大阪府工賃向上計画支援事業(H27～H29) における受発注促進 

別添 ８ 



  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

ひとつひとつ丁寧に手づくりされた製品は、展示会やイベントの記念品、粗品 

やお客様へのお土産などにお使いいただけます。 
 

① エコグッズ（ECO バッグ、廃油石鹸、エコたわし、マイ箸袋、ペットボトルケース） 

② 和雑貨（ブックカバー、箸置き、巾着袋、エプロン） 

③ さをり織り（ポーチ、ランチョンマット、印鑑ケース、マフラー） 

④ ナチュラル製品（ハーブ入浴剤、アロマグッズ、竹炭シート、無農薬茶） 

⑤ ステーショナリー（ペンケース、クリップ、レターセット、カレンダー） 

⑥ インテリアグッズ（置物、額縁、プランター、トールペイント、陶芸、キャンドル） 

⑦ アクセサリー・小物（ストラップ、キーホルダー、バック、コサージュ） 

⑧ その他（木製玩具、パズル、積み木、陶器、タオル、Ｔシャツ、台ふき） 

１ 自主製品 

 

① 清掃（ビル、マンション、公園、墓地、花壇の管理など） 

② 印刷（名刺、封筒、礼状、年賀状、チラシ、横断幕、Ｔシャツなど） 

③ 加工・組立・梱包などの軽作業（電気機器組立、箱の組み立て、シール貼りなど） 

④ その他（ポスティング、ＤＭ発送、シーツの洗濯、包装、データ入力、洗車など） 

２ 業務委託 

 

① 販売場所の提供（企業ビル内の社員食堂周辺スペースを活用したパン等の販売） 

② イベントなどでの出店（各種イベントにてクッキーや自主製品等の販売） 

 

３ 販売協力 

ECO バッグ 
さをり織 

ペットボトルカバー 

コーヒー染め 
風呂敷 
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「大阪府障がい者サポートカンパニー」登録申請書 

申請日：    年  月  日 

大阪府知事 様  

 

大阪府障がい者サポートカンパニー制度の趣旨に賛同し、大阪府の取り組む障がい者雇用及び就労支

援施策に協力 いたします。また、下記の事項について、事実と相違ありません。 
記 

１ 申請者 

□ 新   規   申   請 □更新申請 ・現在の登録証の登録番号（              ） 

・現在の登録証の有効期限（平成   年   月   日） 

名         称★ 
（フリガナ） 

 

代 表 者 職 ・氏 名 
（フリガナ）                            ※代表者印を押印しない場合は、担当者氏名の 

印  部分に押印してください 
 

所       在      地★ 
〒 事業内容又は業種 

※パンフレット等があれば 

添付してください。 

 

ホームページアドレス★ 
サポートカンパニーウェブページ（府ウェブページから）のリンク    □可 ・ □不可 

アドレス：http:// 

担

当

者 

部署名・職・氏名 
（フリガナ） 

所 在 地 

〒 

 

 

※所在地が上記と異なる場合はご記入ください。 

電 話  

F A X  

メールアドレス  

★「名称」「所在地」「事業内容又は業種」「ホームページアドレス（リンク可の場合）」については、府のホームページ上で公表します。 
 

登 録 証 の 表 記 名 称 

（フリガナ）   ※支店名等、上記「名称」以外で表記したい名称があれば記入してください。同上の場合は記入不要。 

登録証の代表者職・氏名 

（フリガナ）    ※上記「代表者職・氏名」以外で表記したい名称があれば記入してください。同上の場合は記入不要。 

 

右記の事業担当者か

ら、職場実習等の実施 

可否を問い合わせるこ

とについて 

 

※「承諾する」と回答され

ても、担当者から問い合わ

せる実習等の実施ができな

い場合はお断り頂いても構

いません。 

実施可否を問い合わせてよいものについて、□にㇾをご記入ください。 

□下記事業の全てを承諾する 

  □府立支援学校等生徒（※）の職場実習 

※支援学校等生徒とは、府立支援学校高等部、知的障がい生徒自立支援コースを設置す

る府立高等学校、共生推進教室を設置する府立高等学校の生徒をいいます。 

  □大阪府精神障がい者社会生活適応訓練事業の訓練受入 

  □大阪府ハートフルオフィス推進事業作業員の職場実習 

  □生活困窮者のための就労支援（職場実習、職場見学等） 

□ＯＳＡＫＡしごとフィールドの職場体験 

  □府立高等職業技術専門校、大阪障害者職業能力開発校の職場実習 

□承諾しない 

（※各事業の内容については「大阪府障がい者サポートカンパニー制度」のホームページをご参照ください。） 

様式第１号 

(裏面に続く) 
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２ 障がい者雇用状況 

□ 「障がい者雇用状況報告書」の写しがある…写しを別途添付の上、下記表に記入してください。 
※特例子会社等グループで算定する場合は、グループ会社全体の「障がい者雇用状況報告書」の写しを添付してください。 

「障がい者雇用状況報
告書」の法定雇用障が
い者の算定の基礎とな
る労働者の数 

× 法定雇

用率 
＝ 

Ａ.法定雇用障がい
者数 
（小数点以下切捨） 

Ｂ.実際の障がい者 
雇用数 
 

Ｃ.法定雇用数を超 
える障がい者 
雇用数 
（Ｂ－Ａ） 

人 
× 

法定雇
用率 

＝ 人 人 人 

□ 「障がい者雇用状況報告書」の写しはない（従業員数 50 人未満で提出義務がない） 
   …下記表に記入してください。 

 従業員      

身体障がい者  知的障がい者  精神障がい者 

うち、重度 うち、重度 

計       
「障がい者」とは、身体障がい者手帳、療育手帳（知的障がい者判定機関による判定を含む）、 精神障がい者保健福祉

手帳を所持している労働者です。 

３ 遵守事項（内容を確認し、間違いなければ、□欄にチェックしてください。） 

□ 労働関係法規を遵守しています。 

□ 障がい者福祉関係法規を遵守しています。 

□ 暴力団あるいは暴力団員等と関与していません。 

 
＜※４～８については、「優良企業」登録を申請する場合にご記入ください。また【障がい者雇用の取り組み

等】については、「優良企業」登録を申請しない場合でも差し支えない範囲でご記入願います。＞ 

 

４．職場実習等受入れ実績（申請日より過去２年以内） 

多数の場合は、別紙（任意様式）に記載してください。 

期    間 日数 人数 送り出し機関名 

平成 年 月～平成 年 月    

平成 年 月～平成 年 月    

平成 年 月～平成 年 月    

合    計    

５．障がい者の就労施設等への発注実績（申請日より過去２年以内） 

多数の場合は、別紙（任意様式）に記載してください。 

発 注 内 容・発 注 先 金 額 購入時期 

  平成   年  月 

  平成   年  月 

  平成   年  月 

合    計   

６．法定雇用数を超える障がい者の雇用 

□ 常用雇用労働者数（非常勤・パート含む）が 300 人未満で、法定雇用数を１人以上超えて障がい者 

を雇用している。 

□ 常用雇用労働者数（非常勤・パート含む）が 300 人以上で、法定雇用数を２人以上超えて障がい者 

を雇用している。 
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７．障害者雇用促進基金（大阪ハートフル基金）との協定締結（該当する場合は□にチェックしてください） 

□ 現在、大阪ハートフル基金事業協定を締結しています。 

 

８．大阪府施策への協力実績 （下記の該当する□をチェックしてください） 

□ 現在、精神・発達障がい者職場サポーター養成研修事業に協力しています。 

□ 現在、精神・発達障がい者雇用管理普及啓発事業により雇用管理手法を導入しています。 

□ 大阪府精神障がい者社会生活適応訓練事業の協力事業所で、登録申請日から過去３年以内に訓練生 

を受け入れた実績があります。 

【訓練生受入れ期間 平成  年  月  日 ～ 平成  年  月  日】 

□ 大阪府ハートフルオフィス推進事業協力企業で、登録申請日から過去３年以内に協力した実績があ 

ります。（下記の□をチェックしてください。） 

  □ 雇用しました。        （平成   年   月   日採用） 

  □ 講師派遣をしました。   （平成   年   月   日） 

  □ 職場見学を受入れました。（平成   年   月   日） 

□ 難病患者を雇用しています。 ※疾患名を記入してください。 

【  人・疾患名：                           】 

□ 登録申請日から過去３年以内にアートを活かした障がい者の就労支援事業（公募展への寄附、会場・ 

現物の無償提供、後援）に協力した実績があります。 

□ 手話の普及に取り組んでいます。 

取組内容（                                      ） 

 

 

【障がい者雇用の取り組み等】 

障がい者を雇用するきっかけ、経緯、 

目的を記入してください。 

 

 

 

 

障がい者が従事している仕事の内容に

ついて記入してください。 

 

 

 

 

障がい者雇用のために取り組んでいること（配慮していること）を具体的に記入してください。 

 

施 設 ・ 設 備 
 

 

人 事 、 通 勤 

勤 務 時 間 等 

 

 

そ の 他 
 

 

障がい者雇用の今後の取り組みにつ

いて計画や案があれば記入してくだ

さい。 

 

 

 

 

「障がい者雇用の取り組み等」については、府ホームページで公表します。 
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（一社）おおさか人材雇用開発人権センター（C-STEP）の概要 

 

 
１．目 的 

 Ｃ－ＳＴＥＰは、就職に際して困難な課題を抱える府民を支援し、すべての人の人権が尊
重される豊かな社会の実現を図ることを目的として大阪府をはじめ府内全市町村、企業、
関係団体等で構成された団体です。 
 Ｃ－ＳＴＥＰは、府内全市町村が設置する「地域就労支援センター」との密接な連携を
図り、就職困難者等の職業能力の開発や教育訓練等を実施し、Ｃ－ＳＴＥＰ会員企業・団
体への迅速なマッチングを行うなど、就職困難者等の雇用・就労の実現を支援する機関と
して、大阪府の労働行政施策や各市町村の地域就労支援事業において重要な役割を担って
いる一般社団法人です。 

 
２．事業内容 
 

（１）人材開発・養成事業 
      就職困難者の方々を、企業の求める人材として育成するため、各種能力開 
      発機関と連携し、多様な人材開発・養成プログラムを開発・実施 

  
 （２）就職マッチング事業 
    就職困難者の方々を、人材開発・養成事業を通じ、会員企業からの求人情 
    報を活用して、雇用・就労などの実現を支援 
    平成２１年度から新たに支援学校等の生徒の就労支援を実施 
  
 （３）職域開発事業 
    就職困難者の方々の多様な就労の場を確保するため、新規会員の開拓をは 
    じめ、新たな就労形態を創造するための職域開拓 
  
 （４）情報提供・調査研究事業 
    求職者や求人側双方に資するための、雇用・就労に関する様々な情報の収     
    集や発信、雇用・就労実態等の把握・分析のための調査研究 

 
３．会員数 

 約１，０００団体 

 
一般社団法人おおさか人材雇用開発人権センター 

〒540-0028 大阪市中央区常盤町 1-3-8（中央大通ＦＮビル 14階） 

TEL(06)6940-6600  FAX(06)6910-6033  URL http://www.c-step.or.jp 
【大阪市営地下鉄谷町線・中央線「谷町四丁目」駅下車 6 号出口徒歩 1 分】 

 

別添１０ 



 
 
 
 
 
 地域就労支援事業は、各市町村が地域にある様々な支援機関と連携して、働く意欲が

ありながら雇用や就労を実現できない方々を支援し、一人ひとりが生き生きと働くこと

のできる社会の実現を目指します。 
なお、本事業は府内の全市町村において実施しています。 
 

◆ 本事業の対象者（「就職困難者」） 
1.  中途退学者や卒業後も未就職にある若年者 
2.  障がい者、母子家庭の母親、中高年齢者などの中で、働く意欲がありながら、 

雇用・就労を実現できない方々  
 

◆ 地域就労支援センター 
地域就労支援事業の実施場所は、各市町村に設置される地域就労支援センターで

す。 
地域就労支援センターには、就労支援コーディネーターが配置されており、就職

困難者等の求職や雇用に関する相談に応じています。 
また、就労支援コーディネーターは、教育・福祉等の庁内関係セクションと調整

したり、関係機関や支援団体で構成される個別ケース会議等の協議を経て、相談者

一人ひとりに応じた就労サポートプランを作成します。 
（支援メニュー：パソコン講座、医療事務講座等や合同就職面接会等を実施。） 
 

◆ 各種就労支援機関との連携 
 

（地域の支援機関との連携） 
 ・ハローワーク  ・障害者就業・生活支援センター 
 ・母子家庭等就業・自立支援センター ・地域の若者サポートステーション等 

 

（大阪府のバックアップ機関） 
 ・OSAKA しごとフィールド 
 ・（一社）おおさか人材雇用開発人権センター【C-STEP】（職場体験事業等の実施） 
 

● 地域就労支援事業は、就職困難者一人ひとりの状況に応じた支援を実施し、  

ハローワークと連携して職業紹介、就職斡旋をサポートしていきます。（※職業紹

介等を直接実施している市町村もあります。） 

 各種支援メニューについては、各市町村によって異なりますので、詳しくは裏面

の各地域就労支援センターへお問い合わせください。 

 

地 域 就 労 支 援 事 業 の 概 要 

別添１１ 

 



市 町 村 名 電  話  番  号 F A X 番 号

堺 市 堺市堺区大仙西町２－６９－９ 公益財団法人堺市就労支援協会内 ０７２－２４４－３７１１ ０７２－２４４－３７７１

岸 和 田 市 岸和田市沼町２５－１３        岸和田市立労働会館内 ０７２－４２３－８８９５ ０７２－４２３－８８９７

豊中市三和町１－１－６３        豊中市立労働会館内 ０６－６８５８－６８６１ ０６－６８５８－５０９５

豊中市北桜塚２－２－１ 生活情報センターくらしかん内 ０６－６８５８－６８６１ ０６－６８５８－５０９５

池 田 市 池田市栄本町９－１                         池田市立コミュニティセンター４階 ０７２－７５１－０５７４ ０７２－７５１－０５８４

吹田市片山町１－１ メロード吹田１番館２階 JOBナビすいた内 ０６－６３１０－５８６６ ０６－６３１０－５８６７

吹田市岸部中１－２２－２         吹田市交流活動館内 ０６－６３８８－５７９1 ０６－６３８８－５６１１

泉 大 津 市 泉大津市下条町１１－２８         泉大津市勤労青少年ホーム内 ０７２５－２３－８６８９ ０７２５－３２－６４３２

高 槻 市 高槻市桃園町２－１            高槻市産業環境部産業振興課内 ０７２－６７４－７４５５ ０７２－６７５－７１３３

貝 塚 市 貝塚市畠中１－１７－１                  貝塚市都市政策部交流推進課市民相談室内 ０７２－４３３－７０８６ ０７２－４３３－７０８８

守 口 市 守口市河原町10-15     テルプラザ２階 ラ・ポール内 ０６－６９９２－１２９０ ０６－６９９２－１２９０

枚 方 市 枚方市岡東町12-1-502 ｻﾝﾌﾟﾗｻﾞ1号館5階       枚方人権まちづくり協会内 ０７２－８４４－８７８８ ０７２－８４４－８７９９

茨 木 市 茨木市駅前３－８－１３               茨木市産業環境部商工労政課内 ０７２－６２０－１６２０ ０７２－６２７－０２８９

八尾市光町２－６０ 八尾市ワークサポートセンター内 ０７２－９２９－００４０ ０７２－９２３－０５１０

八尾市桂町２－３７                         桂人権コミュニティーセンター内 ０７２－９２２－１８２７ ０７２－９９９－４６２４

八尾市安中町８－５－３０          安中人権コミュニティーセンター内 ０７２－９２２－１８９２ ０７２－９２２－１５３３

泉佐野市上町３－１１－４８          泉佐野市生活産業部まちの活性課内 ０７２－４６９－３１３１ ０７２－４６３－１８２７

泉佐野市南中樫井４７６－２         泉佐野市立南部市民交流センター内 ０７２－４６６－６４６４ ０７２－４６６－４７４４

富 田 林 市 富田林市若松町１－９－１２           富田林市立人権文化センター内 ０７２１－２４－３７００ ０７２１－２５－５９５２

寝屋川市東大利町２－１４             寝屋川市立産業振興センター内 ０７２－８２８－０７６１ ０７２－８２８－０７６１

寝屋川市明和１－１３－２３            寝屋川市立いきいき文化センター内 ０７２－８２２－３３１１ ０７２－８２２－３３１４

河 内 長 野 市 河内長野市原町１－１－１              河内長野市産業経済部産業政策課内 ０７２１－５３－１１１１（内４８０） ０７２１－５５－１４３５

松 原 市 松原市阿保１－１－１                      松原市市民生活部産業振興課内 ０７２－３３７－３１１２ ０７２－３３７－３００５

大東市住道2－2 大東ｻﾝﾒｲﾂ2番館４階                     ワークサポート大東内 ０７２－８７０－５３７０ ０７２－８７０－５３７０

大東市野崎１－２４－１           野崎人権文化センター内 ０７２－８７９－１８１８ ０７２－８７９－３６１１

大東市北条３－１０－５                    北条人権文化センター内 ０７２－８７７－５０５０ ０７２－８７９－６１６２

和泉市府中町２－７－５                  和泉市環境産業部商工労働室内 ０７２５－９９－８１２４ ０７２５－４１－１７７８

和泉市伯太町６－１－２０                和泉市立人権文化センター内 ０７２５－４４－００３０ ０７２５－４６－６５３２

和泉市いぶき野５－４－７                  和泉シティプラザ南棟２F ０７２５－５５－６０７４ ０７２５－５５－６０７４

箕面市西小路４－６－１                箕面市地域創造部活力推進室商工観光課内 ０７２－７２４－６７２７ ０７２－７２２－７６５５

箕面市萱野１－１９－４                       萱野中央人権文化センター（らいとぴあ２１）内 ０７２－７２２－７４００ ０７２－７２４－９６９８

箕面市桜ヶ丘４－１９－３                  桜ヶ丘人権文化センター（ヒューマンズプラザ）内 ０７２－７２１－４８００ ０７２－７２１－３５０１

柏 原 市 柏原市大正２－１０－１                   柏原市産業会館（Ｋ・Ｉホール）内２F ０７２-９７２－５５７３・５５８６・５５９５ ０７２－９７２－５５７３

羽曳野市向野２－９－７                 羽曳野市立人権文化センター内 ０７２－９３７－０８６０ ０７２ー９５５－７０４２

羽曳野市誉田４－１－１                羽曳野市生活環境部産業振興課内 ０７２－９５８－１１１１（内２７５１） ０７２－９５０－２０５５

門 真 市 門真市中町１－３０                  門真市市民生活部人権女性政策課内 ０６－６９０２－５９６６ ０６－６９０５－３２６４

摂 津 市 摂津市三島１－１－１               摂津市生活環境部産業振興課内 ０６－６３８３－１３６２ ０６－６３１９－５０６８

高 石 市 高石市加茂４－１－１                        高石市政策推進部経済課内 ０７２－２６５－１００１ ０７２－２６３－８１４３

藤 井 寺 市 藤井寺市岡１－１－１                     藤井寺市市民生活部商工観光課内 ０７２－９３９－１０８６ ０７２－９３６－９７７７

東大阪市高井田元町２-１-８          一般財団法人東大阪市雇用開発センター内 ０６－６７８８－４５８０ ０６－６７８８－４５５５

東大阪市荒本２-６-１              荒本人権文化センター内 ０６－６７８４－５８１１ ０６－６７８４－５８２２

東大阪市長瀬町３－４－３           長瀬人権文化センター内 ０６－６７２７－１９２０ ０６－６７２７－１９２５

泉 南 市 泉南市樽井９－１６－２                  泉南市立人権ふれあいセンター内 ０７２－４８５－１４０１ ０７２－４８５－１４０５

四 條 畷 市 四條畷市中野本町１－１           四條畷市市民生活部産業観光課内 ０７２－８７７－２１２１ ０７２－８７９－５９５５

交 野 市 交野市私部１－１－１                      交野市地域社会部人権と暮らしの相談課内 ０７２－８９２－０１２１ ０７２－８９３－２６３６

大 阪 狭 山 市 大阪狭山市狭山１－２３８４－１       大阪狭山市市民部農政商工グループ内 ０７２－３６６－６７８９ ０７２－３６６－６７８９

阪 南 市 阪南市尾崎町３５－１                   阪南市市民部商工労働観光課内 ０７２－４７１－５６７８（内２４５６） ０７２－４７３－３５０４

島 本 町 三島郡島本町広瀬２－２２－２７      島本町立人権文化センター内 ０７５－９６１－７８３０ ０７５－９６１－７８３０

豊 能 町 豊能郡豊能町余野４１４－１            豊能町建設環境部農林商工課内 ０７２－７３９－３４２４ ０７２－７３９－１９１９

能 勢 町 豊能郡能勢町宿野２８                  能勢町環境創造部地域振興課内 ０７２－７３４－３９７６ ０７２－７３４－１５４５

忠 岡 町 泉北郡忠岡町忠岡東１－３４－１      忠岡町産業まちづくり部産業振興課内 ０７２５-２２－１１２２ ０７２５－３２－７８０５

熊 取 町 泉南郡熊取町野田１－１－１               熊取町住民部自治振興課内 ０７２－４５２－６０８５ ０７２－４５２－７１０３

田 尻 町 泉南郡田尻町嘉祥寺８３３－１   田尻町総合保健福祉センター内 ０７２－４６６－５０１８ ０７２－４６６－５０２５

岬 町 泉南郡岬町多奈川谷川１９０５－２２   岬町文化センター内 ０７２－４９２－０３４１ ０７２－４９２－３２７０

太 子 町 南河内郡太子町山田８８               太子町まちづくり推進部地域整備室内 ０７２１－９８－５５２１ ０７２１－９８－４５１４

河 南 町 南河内郡河南町大字白木１３５９－６  河南町まち創造部環境・まちづくり推進課内 ０７２１－９３－２５００ ０７２１－９３－４６９１

千 早 赤 阪 村 南河内郡千早赤阪村大字水分１８０    千早赤阪村地域振興課内 ０７２１－７２－００８１ ０７２１－７２－１８８０

豊 中 市

箕 面 市

羽 曳 野 市

東 大 阪 市

吹 田 市

八 尾 市

泉 佐 野 市

寝 屋 川 市

大 東 市

和 泉 市

所        在        地

大 阪 市 大阪市浪速区木津川２－３－８ Ａ’ワーク創造館内 ０６－６５６７－６８９１０６－６５６７－６８９０



 
 

 

 

 

 

 

 

 

基礎訓練から就職後まで一貫して支援します 
 

 

 

 

 

 
 

障害者就業・生活支援センターとは、「障がいのある方を採用してもすぐに辞め

てしまう」「どのようにして障がいのある方に仕事を教えればいいのか」など、こ

のような悩みを抱える事業者の方々を支援していこうというものです。 

 

【支援内容】 

①  求人相談、職場定着相談、生活相談、職場の環境改善などの相談を受けます。 

 

②  雇用にあたっての、公共職業安定所等との調整を行います。 

 

③  基礎訓練のあっせんや実習先との連絡調整を行います。 

 

④  各種助成制度を紹介します。 

 

※  その他にもさまざまな支援活動を行っています。 

 

 
《本件に関するお問い合わせは》 

大阪府福祉部自立支援課 

就労・IT 支援グループ 

電話 （０６）６９４４-９１７８ 

ＦＡＸ （０６）６９４２-7215 

 

 

 

事業所の皆様へ 

障害者就業・生活支援センター 

をご利用ください。 

別添１２ 
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障害者就業・生活支援センター  

職業生活における自立を図るために就業及びこれに伴う日常生活又は社会生活上の支援を必要とする障が

いのある方に対して、地域の雇用関係機関や福祉関係機関と連携を図り、基礎訓練から就職・職場定着に至

るまでの指導・助言・その他の支援を行っています。 

☆大阪府内の障害者就業・生活支援センター一覧 

 

名称 対象地域 所在地 ＴＥＬ 
ＦＡＸ 

大阪市障害者就業･ 生活支援センター 大阪市 
大阪市天王寺区東上町4-17     
大阪市立中央授産場内 

06-6776-7336 
06-6776-7338 

北河内東障害者就業･生活支援センターさくら 
大東市、四條畷市、   
交野市 

大東市末広町15-6 072-871-0047 
072-889-2365 

南河内南障害者就業･生活支援センター 

富田林市、 
河内長野市、 
大阪狭山市、 
太子町、河南町、 
千早赤阪村 

河内長野市昭栄町2-1-101 0721-53-6093 
0721-53-6095 

すいた障害者就業･ 生活支援センター 
Ｓｕｉｔａｂｌｅ 

吹田市 
吹田市元町19-15          
丸二ﾋﾞﾙ 102号 

06-6317-3749 
06-4867-3030 

高槻市障害者就業･ 生活支援センター 高槻市、島本町 高槻市高槻町4-17 072-668-4510 
072-668-4530 

八尾･柏原障害者就業･生活支援センター 八尾市、柏原市 八尾市楽音寺1-85-1 072-940-1215 
072-943-0294 

とよなか障害者就業･生活支援センター 豊中市 
豊中市寺内1-1-10          
ﾛｰｽﾞｺﾐｭﾆﾃｨ･緑地1階 

06-4866-7100 
06-4866-7755 

東大阪市障害者就業･生活支援センター  
Ｊ－ＷＡＴ 

東大阪市 
東大阪市菱江5-2-34 
東大阪市立障害児者支援センタ
ーレピラ４階 

06-6789-0374 
06-6789-2151 

枚方市障害者就業･ 生活支援センター 枚方市 
枚方市大垣内町2-1-20        
枚方市役所別館1階 

090-2064-2188 
（相談専用） 

072-848-8911 

南河内北障害者就業･生活支援センター 
松原市、羽曳野市、   
藤井寺市 

羽曳野市白鳥3-16-3        
セシル古市102号 

072-957-7021 
072-957-1604 

寝屋川市障害者就業･生活支援センター 寝屋川市 
寝屋川市寝屋南2-14-12 隆光学
園真心ハウス3階 

072-822-0502 
072-812-5247 

泉州中障害者就業･ 生活支援センター 岸和田市、貝塚市 
貝塚市堤371番地の1 タケモ
トビル4階Ａ室 

072-422-3322 
072-433-9923 

茨木･摂津障害者就業･生活支援センター 茨木市、摂津市 
摂津市香露園34-1 
摂津市障害者総合支援センター
内 

072-664-0321 
072-664-0322 

北河内西障害者就業･生活支援センター 守口市、門真市 
守口市日吉町1-2-12  
守口市障害者・高齢者交流会館４
階 

06-6994-3988 
06-6994-3988 

泉州北障害者就業･ 生活支援センター 
泉大津市、和泉市、   
高石市、忠岡町 

和泉市府中町1-8-3         
和泉ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞｾﾝﾀｰ２階 

0725-26-0222 
0725-26-0031 

泉州南障害者就業･ 生活支援センター 
泉佐野市、泉南市、   
阪南市、熊取町、田
尻町、岬町 

泉佐野市下瓦屋222-1 
泉佐野市立北部市民交流センタ
ー本館 

072-463-7867 
072-463-7890 

豊能北障害者就業･ 生活支援センター 
池田市、箕面市、   
豊能町、能勢町 

箕面市稲1-11-2 
ふれあい就労支援センター３階 

072-723-3818 
072-723-8803 

堺市障害者就業･生活支援センターエマリス 堺市 
堺市堺区旭ヶ丘中町4-3-1      
堺市立健康福祉プラザ４階 

072-275-8162 
072-275-8163 

（平成29年4月末現在） 
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大阪府母子家庭等就業・自立支援センター 

〒540-0012 大阪市中央区谷町5-4-13  

大阪府谷町福祉センター５Ｆ 

ＴＥＬ ０６（６７６２）９９９５ 

０６（６７６２）９４９８ 

FＡＸ ０６（６７６２）３７９６  

http://www.osakafu-boshiren.jp/tocompany/ 

事 業 主 の 皆 様 へ 

 

人材を 登録

しています 

 

就業支援講習会（パソコン、ホームヘルパー、簿記

等）の修了者や、求職中の母子家庭のお母さん等が登

録しています。 

 

特定就職困難

者雇用開発助

成金を取扱い 

 

◎特定就職困難者雇用開発助成金（国制度）とは 

 当職業紹介所の紹介により、母子家庭のお母さんを

雇用保険の被保険者として雇い入れた場合、一定条件

のもと、事業主に対し助成金が支給されます。 

 

 詳しくは下記まで。 

当センターでは 
 

大阪府母子家庭等就業・自立支援センター（大阪府が社会福祉法人大

阪府母子寡婦福祉連合会に事業委託）は、国の許可を得た職業紹介所

として、求人情報の提供や紹介業務を行っています。 

がんばる母子家庭のお母さんの自立を応援するため、当センターへ

の求人の提供をよろしくお願いいたします。 

 

申込・問合せ先 

取扱職業は全職種 

別添１３ 
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求人事業所の方へ 

■求人票について 

 ・求人票は、職種別、雇用形態別（常用、パート等）にお書きください。 
・従事すべき業務内容、労働契約の期間、就業場所、就業時間、時間外勤務、休憩

時間、休日、賃金の額、規定されている手当、各種保険の適用など、正しい明示

をお願いいたします。（職業安定法第５条の３） 
・採用人数は、正確にご記入ください。 
・紹介期限（有効期限）は、最長６カ月以内で自由に定めてください。 
・求人票は当センターに直接お持ちいただくほか、郵送または FAX でも受付いた

します。 
・受付が完了しましたら、求人票の控により受付番号をお知らせいたします。 

 

■受付後のお取り扱いについて 

 ・紹介期限（有効期限）後の紹介継続を希望される場合は、期限満了前に必ず当セ

ンターまで連絡してください。連絡のないときは、自動的に取下げとなります。 
・応募者があったときには、当所から面接日時の調整について連絡をいたします。 
・採否については、応募者の技能、経験、面接の結果などを踏まえ、合理的な基準

のもと、できる限り早期に決定の上、応募者に連絡してください。あわせて当セ

ンターへのご連絡もお願いします。 
・求人の取下げ等、ご紹介を必要としなくなったときは、直ちに当センターにご連

絡ください。 
 
■助成金について 

 当センターの紹介により、母子家庭の母等を雇入れた事業主は、一定の条件のもと

に、特定就職困難者雇用開発助成金を受給することができます。 
 助成金を申請される場合には、「職業紹介証明書」を発行いたしますので、当センタ

ーにお申し出ください。 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大阪府母子家庭等就業・自立支援センター 

（社会福祉法人大阪府母子寡婦福祉連合会 職業紹介所） 

 

〒540-0012 大阪市中央区谷町５－４－１３ 

大阪府谷町福祉センター５Ｆ 

TEL  ０６－６７６２－９９９５ 

     ０６－６７６２－９４９８ 

FAX ０６－６７６２－３７９６ 

 

厚生労働大臣許可 許可番号２７－ユ－３００６９８ 

◇取扱業務の範囲  取扱職業 全職種 

◇ 象 家庭 び寡婦  

  

 



[受付　平成　　　年　　月　　日] [受付番号　　　   -          ]

紹介期限 平成　 年　 月　 日 採用人数

事業所番号 － －  

事業所名(ふりがな) 人

所在地

TEL
FAX

資本金 万円 昭和･平成　　 年

(履修科目)

加入保険 必要な経験･免許資格

選

･書類選考　　　　　　
･採用選考申込書（所定様式）送付

考 携行品

担 課G名
当 氏　名 様

者 連絡先 TEL

FAX 基本給 円～ 円

①　　　　　時　　　　分～　　　　時　　　　分 定期的に支払われる
②　　　　　時　　　　分～　　　　時　　　　分 手当
③　　　　　時　　　　分～　　　　時　　　　分

時間外 月平均 時間

休憩時間

日曜･祝日･土曜･その他(                 ) ･全額 ・なし
休　　　日 週休２日制(毎週･隔週･月　　　回) ・無

年間休日日数　　　　　　　　　　日

就業　(選考)　場所までの略図

(前年度実績) 回・計　　　　月分
または　　　　　　　　　　　円～　　　　　　　円
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　　　 時   分～　時  分　　(   分)

雇用   ･   健康    ･　介護　　・　　厚生   

日給月給

場所

事業内容
(業務内容)

採否決定

創業

即決     ・　　後日連絡

職    種 非常勤作業員

従業員数

面接

･常用　　　･パート　　　・臨時

期間　平成   年  月  日～  年   月  日

雇用形態
雇用期間

就業時間
交代制
（無・有）

賃金支払日

事業所･求人
条件に係る
特記事項

選考

仕事の
内　容

学    歴

日時

毎
月
の
賃
金

（
税
込

）

手当　　　　　　円
その他
の手当
等付記
事項

大阪府母子寡婦福祉連合会職業紹介所　/  大阪府母子家庭等就業･自立支援センター

昇　　　　給
ﾍﾞｰｽｱｯﾌﾟ込み
の前年度実績

　　　円～　　　　　円

賞　　　　与

通勤手当

就業場所

毎月　　  　日・その他(                      )

合計 　　　　円～　　　　　　　　　　　　円

毎月　　 　日・その他(                      )

･定額(日額          円かつ月額           円ま

賃金締切日

手当　　　　　　円

手当　　　　　　円

賃金形態

 

  

母子家庭の母の求人票



 

 

 

自立支援センター 

ホームレス自立支援センターの概要 

平成２６年４月（26年1月調査）に公表された「ホームレスの実態に関する全国調査」

において、大阪府内のホームレスの人の数は、全国で最も多い１，８６４人となってい

ます。 

これらのホームレスの人のうち、約３割が「きちんと就職して働きたい」と望んでお

り、その半数が現に求職活動を行っているという状況にあります。 

ホームレス自立支援センターは、これらの「就労意欲があり」かつ「働ける状態にあ

る」人たちを対象に、就労による自立を支援するための入所施設です。 

この施設は、国の補助を受け、平成２６年４月現在、大阪市が３ヵ所設置しています。 

 

■ ホームレス自立支援センター一覧（平成２６年４月現在） 

施 設 名 称 
設 置

主 体 
定員 所  在  地 電話番号 

自立支援センター大淀 大阪市 90人 大阪市北区長柄西1-1-37 06-6354-7471 

自立支援センター西成 〃  70人 大阪市西成区長橋1-4-11 06-6636-3320 

自立支援センター舞洲２ 〃 90人 
大阪市此花区北港白津 

２－１－５６ 
06-6462-1765 

 

■ ホームレス自立支援センターにおける支援の流れ 
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■ ホームレス自立支援センターでの支援内容について 

  ホームレス自立支援センターでは、入所したホームレスの方に次のような支援を行

っています。 

① 健康診断  入所された方に健康診断を実施し、就労に支障のある疾病等がない

か確認します。疾病等が見つかった場合、軽度の疾病等の場合、通

院により早期回復を図ります。 

② 生活相談  負債等の法律相談や就労に向けたﾓﾁﾍﾞｰｼｮﾝｱｯﾌﾟ等のケアを行います。 

③ 生活訓練  毎日の日課などを通じて通常の生活リズムを取り戻します。 

④ 生活支援  食事、入浴、衣類や日常生活用品等の貸与など衣食住全般の支援を

行います。 

⑤ 就職活動  センター内で、週に３～４回、国の公共職業安定所（ハローワーク）

の職業相談員が個別に職業相談や求人情報の提供等を行うなど、就

職活動の支援を行います。またキャリアカウンセリングや再就職支

援なども行っています。 

⑥ 技能講習  介護ヘルパー、パソコン講習、ビルクリーニング、フォークリフト

運転等多数のメニューを用意しており、希望職種に応じて2種類の受

講ができます。 

⑦ 実地訓練  センター内の清掃、道路・公園等の除草清掃等に従事します。 

⑧ 貸与金制度 求職活動中や就職後住居が決まるまでの間に必要な交通費や食費等

の必要経費を貸与するなどの経済的支援を行います。  

⑨ 保証人制度 「就職及び住宅賃貸者・身元保証人制度」などの制度を利用します。 

⑩ 就労後支援 住居の斡旋、各種法律相談、安定就労にかかる相談等を行います。 

■ 入所期間 

  原則として３ヶ月以内で就職決定後、住居が決まるまでの間です。 

ただし、最大６ヶ月まで延長することができます。 

■ 就職状況 

  就職率は設立以降毎年約４０％となっています。 

就職先の業種は、清掃業、警備業、建設業が多くを占めていますが、製造業、サー

ビス業、飲食業、運送業その他入所者の職歴やニーズ・適性等に応じて多種多様な

ものとなっています。 

■ 入所者の年齢 

平均約４１歳（平成２６年３月末現在）となっています。 

 

※トライアル雇用制度 

自立支援センターの入所者をハローワークな

どを通じて雇用した場合、国のトライアル雇用

制度が適用され、雇用主には、１人につき、月

額40,000円が最大３ヶ月間支給されます。 



 
 
 
 地域若者サポートステーションは、働くことに対して様々な悩みを抱え、ニート状態に陥っている

若者に対して、仕事に求められる知識・スキルだけでなく、働く自信の回復といった職業意識の啓発

や社会適応の促進といった多様な支援を行うことで、就労に向かうよう支援する施設です。 
 

● 対象となる方 

  15 歳から 39 歳のニート状態の若者（若年無業者）とその保護者など 
 

● 支援内容 

１ 個別相談 

 キャリア・コンサルタント等による個別相談を行い、若者一人ひとりに合わせた支援メニュ

ーを作成します。 

  メンタル面のサポートが必要な場合は、臨床心理士等による心理カウンセリングを行います。 

  必要に応じて適切な支援機関・団体（保健・福祉機関など）へ誘導します。 
 ２ 学校連携支援 

  学校（高等学校、専修学校、大学若しくは短期大学等）との連携により、学校中退者等への

キャリア・コンサルタント等による支援などを行います。 

３ 支援プログラム 

  コミュニケーションスキルアップのためのワークショップ、就労支援セミナー、職場体験な

どの多様なプログラムにより、「働く」ことに対する自信や意欲の向上を目指します。 
 

注）職業紹介・就職斡旋を直接行うのではなく、就職活動に足を踏み出せるよう支援する施設です。 

支援メニューの内容は、各地域若者サポートステーションによって異なります。 

     詳しくは各地域若者サポートステーションへお問合わせください。 
 

● 支援のためのネットワークの構築 

これら支援を行う際には、若者一人ひとりの置かれた状況に 

合わせた個別の対応、また、継続的な対応が必要となります。 

 そこで地域若者サポートステーションが拠点となり、 

国・地方自治体の若者支援機関・地域社会・NPO 法人と 

ネットワークを結び、連携して支援を行っています。 

 

※大阪府内の地域若者サポートステーション一覧（平成 2６年５月１日現在） 

  住所 電話番号 FAX 

OSAKA しごとフィールド 

大阪府若者サポートステーション 
大阪市中央区北浜東 3-14 エル・おおさか本館 2･3 階  06-4794-9198 ― 

大阪市若者自立支援事業コネクションズおおさか 

（大阪市若者サポートステーション） 

大阪市東淀川区東中島 1-13-13  

大阪市立青少年センター「KOKO PLAZA」3 階 
06-6328-0550 06-6328-0600 

北大阪若者サポートステーション 高槻市大畑町 12-1 プチプラザ摂津地下 1 階 072-696-8060 072-696-8090 

南大阪若者サポートステーション 
泉佐野市下瓦屋 222-1 

泉佐野市北部市民交流センター2 階  
072-464-0002 072-464-0154 

東大阪若者サポートステーション 東大阪市高井田元町 2-4-6 岸田興産ビル 06-6787-2008 06-6787-2018 

枚方若者サポートステーション 
枚方市岡東町 12-1 

ひらかたサンプラザ 1 号館 3 階 305 号 
072-841-7225 072-841-7225 

とよなか若者サポートステーション 豊中市服部西町 4-13-１ 豊中市立青年の家いぶき３Ｆ 06-6151-3017 06-6151-3037 

南河内若者サポートステーション 富田林市常磐町３－１７ リベルテタナカ５０１ 0721-26-9441 0721-26-9445 

※大阪府のホームページ 

http://www.pref.osaka.jp/koyotaisaku/wakamonoouenn/index.html 

大阪府が実施するニート状態の若者への就職支援の施策を紹介しています。 

地域若者サポートステーションの概要   
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http://osapo.jp/
http://www.connections-osaka.com/
http://www.connections-osaka.com/
http://saposute-kitaosaka.com/
http://www.oyws.com/saposute.html
http://www.tsumugigroup.net/yss/saposute_nani.html
http://www.pref.osaka.jp/koyotaisaku/wakamonoouenn/index.html


 

 

 

自立相談支援機関（生活困窮自立相談支援制度）の概要 

 

生活困窮者自立支援法に基づき、福祉事務所設置自治体において自立相談支援機関を

設置し、生活や仕事などに困っておられる方からの相談を受けて、本人が自立した生活

を送ることができるよう、本人に寄り添いながら、個々の事情に応じた包括的・継続的

な相談支援及び就労その他の支援を行っています。 

大阪府内においては、福祉事務所設置自治体の３４市町及び大阪府（福祉事務所を設

置していない、島本町を除く９町村を所管）が自立相談支援機関（別紙参照）を設置し、

生活困窮者に対する支援を行っています。 

 

■生活困窮者自立支援法に基づく事業について 

 ・自立相談支援事業（必須事業） 

   自立相談支援機関を設置し、相談支援員等が多様で複合的な課題を抱える生活困

窮者に対し、就労その他自立に関する相談業務を実施。 

 ・住居確保給付金の支給（必須事業） 

   離職等を原因として生活困窮状態となり、住居を喪失した者等に対して家賃相当

額を有期（最長9か月まで）で支給。 

 ・就労準備支援事業（任意事業） 

   直ちに求職活動又は就労が困難な者に対して、就労に必要な知識及び能力向上の

ため必要な支援を有期（最長で1年）で実施。 

 ・一時生活支援事業（任意事業） 

   住居喪失者に対して、一定期間宿泊場所や衣食の提供を実施。 

 ・家計相談支援事業（任意事業） 

   家計管理に関する支援、滞納（税・公共料金等）の解消、債務整理に関する支援

等を実施。 

 ・生活困窮世帯の子どもに対する学習支援事業（任意事業） 

   生活困窮世帯（生活保護世帯含む）の子どもに対して進学等を目的とした学習支

援、居場所の提供、世帯の自立に向けた親への養育支援等を実施。 

 ・就労訓練事業 

   雇用による就業を継続して行うことが困難な生活困窮者に対し、就労の機会を提

供するとともに、就労に必要な知識及び能力の向上のために必要な訓練等を実施す

る事業で、社会福祉法人、営利企業等の自主事業として実施。就労訓練事業の適切

な実施を確保するため、都道府県知事等が事業を認定。 
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自治体名 事業実施者 窓口名 住所 電話番号

大阪市北区 大阪市北区社会福祉協議会・みおつくし福祉会共
同体 よりそいサポートきた 大阪市北区扇町2-1-27 06-6809-2814

大阪市都島区 （福）大阪市都島区社会福祉協議会 生活自立相談窓口 大阪市都島区中野町2-16-20 06-4800-4800

大阪市福島区 （福）大阪市福島区社会福祉協議会 生活あんしん相談窓口 大阪市福島区大開1-8-1 06-6468-6340

大阪市此花区 大阪市此花区社会福祉協議会・みおつくし福祉会
共同体 自立相談支援窓口 大阪市此花区春日出北1-8-4 06-6466-9530

大阪市中央区 （福）大阪市中央区社会福祉協議会 生活自立相談窓口 大阪市中央区久太郎町1-2-27 06-7507-1487

大阪市西区 みなと寮・西区社会福祉協議会共同体 生活自立相談「ぷらっとほーむ西」 大阪市西区新町4-5-14 06-6538-6400

大阪市港区 みなと寮・港区社会福祉協議会共同体 くらしのサポートコーナー 大阪市港区市岡1-15-25 06-6576-9897

大阪市大正区 （福）大阪市大正区社会福祉協議会 インコス大正 大阪市大正区千島2-7-95 06-4394-9925

大阪市天王寺区 大阪自彊館、
天王寺区社会福祉協議会共同体 サポート天王寺 大阪市天王寺区真法院町20-33 06-6774-9937

大阪市浪速区 （福）大阪市浪速区社会福祉協議会 くらしサポートセンターなにわ 大阪市浪速区敷津東1-4-20 06-6536-8861

大阪市西淀川区 ＡＨＣ・大阪市西淀川区社会福祉協議会共同体 生活自立相談・就労支援窓口 大阪市西淀川区御幣島1-2-10 06-6471-8222

大阪市淀川区 大阪市淀川区社会福祉協議会・みなと寮共同体 生活自立相談窓口 大阪市淀川区十三東2-3-3 06-6195-7851

大阪市東淀川区 （福）大阪市東淀川区社会福祉協議会 くらしのみのり相談窓口 大阪市東淀川区豊新2-1-4 06-6320-0231

大阪市東成区 大阪市東成区社会福祉協議会・みおつくし福祉会
共同体 自立相談支援窓口 大阪市東成区大今里西2-8-4 06-6977-9126

大阪市生野区 （福）大阪市生野区社会福祉協議会 生活自立支援相談窓口 大阪市生野区勝山南3-1-19 06-6717-6565

大阪市旭区 リベルタ・ヒューマンワークアソシエーション共同体 くらし相談窓口 大阪市旭区大宮1-1-17 06-6953-2380

大阪市城東区 （福）大阪市城東区社会福祉協議会 生活自立相談窓口・ウィズゆうゆう 大阪市城東区中央3-5-45 06-6936-1181

大阪市鶴見区 （福）大阪市鶴見区社会福祉協議会 自立アシスト相談 大阪市鶴見区横堤5-4-19 06-6913-7060

大阪市阿倍野区 （福）大阪市阿倍野区社会福祉協議会 生活相談窓口あべの 大阪市阿倍野区文の里1-1-40 06-6622-9795

大阪市住之江区 （福）大阪市住之江区社会福祉協議会 暮らしさぽーと相談センターすみのえ 大阪市住之江区御崎3-1-17 06-6682-9824

大阪市住吉区 （福）大阪市住吉区社会福祉協議会 生活自立相談窓口 大阪市住吉区南住吉3-15-55 06-6654-7763

大阪市東住吉区 （福）大阪市東住吉区社会福祉協議会 くらしサポート 大阪市東住吉区東田辺1-13-4 06-6621-3011

大阪市平野区 （福）大阪市平野区社会福祉協議会 くらしサポートセンター平野 大阪市平野区背戸口3-8-19 06-6700-9250

大阪市西成区 大阪市西成区社会福祉協議会・大阪自彊館共同
体 はぎさぽーと 大阪市西成区岸里1-5-20 06-6115-8070

堺市 （福）堺市社会福祉協議会 堺市生活・仕事応援センター「すてっぷ・堺」 堺市堺区南瓦町2-1　堺市総合福祉会館４階 072-225-5659

豊中市民協働部くらし支援課 くらし再建パーソナルサポートセンター 豊中市北桜塚2-2-1 06-6858-6861

（福）豊中市社会福祉協議会 くらし再建パーソナルサポートセンター＠社会福
祉協議会 豊中市岡上の町2-1-15 06-6848-1313

（一社）キャリアブリッジ くらし再建パーソナルサポートセンター＠いぶき 豊中市服部西町4-13-1 06-4866-5640

高槻市 高槻市健康福祉部福祉事務所生活福祉支援課 自立支援相談窓口 大阪府高槻市桃園町2-1 072-674-7767

東大阪市 東大阪市福祉部生活福祉室 生活さいけん相談窓口 大阪府東大阪市荒本北1-1-1 06-4309-3182

枚方市 枚方市福祉部生活福祉室 自立相談支援センター 枚方市大垣内町2-1-20 072-841-1548

岸和田市福祉部生活福祉課困窮者支援担当 生活福祉課 岸和田市岸城町7-1 072-423-9141

（福）岸和田市社会福祉協議会 岸和田市自立相談支援センター 岸和田市野田町1-5-5 072-439-8255

池田市 池田市福祉部生活福祉課 暮らし応援窓口いけだ 池田市城南1-1-1 072-752-1316

吹田市 吹田市福祉部生活福祉室 生活困窮者自立支援センター 吹田市泉町1-3-40 06-6384-1350

泉大津市 泉大津市健康福祉部生活福祉課 市民生活応援窓口 泉大津市東雲町9-12　泉大津市役所内１階ロ
ビー 0725-33-9254

貝塚市 貝塚市福祉部福祉総務課 市民相談室 貝塚市畠中1-17-1 072-433-7086

守口市 （一社）ヒューマンワークアソシエーション くらしサポートセンター守口 守口市京阪本通2-1-5　京阪川口ビル4階 06-6998-4510
0800-200-8011

大阪府内自立相談支援機関窓口一覧（平成29年4月3日時点）

岸和田市

豊中市

別 紙 



自治体名 事業実施者 窓口名 住所 電話番号

茨木市 茨木市健康福祉部福祉政策課生活支援係 くらしサポートセンター「あすてっぷ 茨木」 茨木市駅前3-8-13 072-655-2752

八尾市 （福）八尾市社会福祉協議会 生活支援相談センター 八尾市本町1-1-1 072-924-3761

泉佐野市 泉佐野市健康福祉部生活福祉課 生活福祉課 泉佐野市市場東1-295-3 072-463-1212

富田林市 富田林市子育て福祉部地域福祉課自立支援係 地域福祉課自立支援係 富田林市常盤町1-1 0721-25-1000
（内線289）

寝屋川市 （福）寝屋川市社会福祉協議会 寝屋川市池田西町28-22 072-812-2040

河内長野市 河内長野市保健福祉部生活福祉課福祉総務係 保健福祉部生活福祉課 河内長野市原町1-1-1 0721-53-1111

（福）松原市社会福祉協議会 生活応援センター 松原市阿保1-1-1　松原市役所東別館内 072-337-7333

（福）松風福祉会 ぬくもり相談室 松原市南新町2-141-1　はーとビュー（松原市人
権交流センター内） 072-330-7500

大東市 （福）大東市社会福祉協議会 くらしサポート大東 大東市谷川1-1-1 072-870-9664

和泉市生きがい健康部福祉総務課 くらしサポートセンター 和泉市府中町2-7-5 0725-99-8100

（医）ペガサス ペガサス　いきいきネット相談支援センター 和泉市上町81　介護療養型老人保健施設エクウス
内 0725-43-2010

（福）和泉市社会福祉協議会 和泉市社会福祉協議会　いきいきネット相談
支援センター 和泉市幸2-5-16　北部総合福祉会館内 0725-41-3739

（福）悠人会 サンガーデン府中　いきいきネット相談支援セン
ター 和泉市山荘町1368-1 0725-46-3110

（福）芳春会 ビオラ和泉　いきいきネット相談支援センター 和泉市和気町3-4-24 0725-46-0470

（福）大阪府社会福祉事業団 光明荘　いきいきネット相談支援センター 和泉市伏屋町3-8-1 0725-56-2003

（医）博我会 プリムラ和泉　いきいきネット相談支援センター 和泉市松尾寺町330 0725-54-1912

（医）大泉会 くろいし　いきいきネット相談支援センター 和泉市黒石町566-1 0725-57-2266

（福）和泉福祉会 ひかりの園　いきいきネット相談支援センター 和泉市下宮町141-1 0725-92-1225

箕面市 （特非）暮らしづくりネットワーク北芝
（福）箕面市社会福祉協議会 自立相談支援窓口 箕面市萱野5-8-1　総合保健福祉センター

箕面市萱野1-19-4　萱野中央人権文化センター
072-727-9515
072-722-7400

柏原市 （福）柏原市社会福祉協議会 生活支援相談窓口 柏原市安堂町1－55 072-972-1501

羽曳野市 羽曳野市保健福祉部福祉総務課地域福祉担当 福祉総務課 羽曳野市誉田4-1-1 072-958-1111

門真市 （福）門真市社会福祉協議会 門真市御堂町14-1 06-6902-6453

摂津市 摂津市保健福祉部生活支援課 生活支援課 摂津市三島1-1-1 06-6383-1111

高石市 （福）高石市社会福祉協議会 社会福祉法人高石市社会福祉協議会 高石市加茂4-1-1　高石市役所別館１階 072-261-3656

藤井寺市 藤井寺市福祉部生活支援課自立相談支援担当 生活困窮者自立相談支援担当 藤井寺市岡1-1-1 072-939-1107

泉南市 （一社）泉南市人権協会 ここサポ泉南 泉南市樽井9-16-2 0120-968-141

四條畷市 （福）四條畷市社会福祉協議会 なわて生活サポート相談 四條畷市中野本町1-1 072-877-2121

交野市 （福）交野市社会福祉協議会 交野市天野が原町5-5-1　交野市立保健福祉総
合センター内（ゆうゆうセンター） 072-895-1185

大阪狭山市 （福）大阪狭山市社会福祉協議会 生活サポートセンター 大阪狭山市狭山1-862-5 072-368-9955

阪南市 阪南市福祉部生活支援課 生活支援課 阪南市尾崎町35-１ 072-471-5678

島本町 （福）島本町社会福祉協議会 生活自立相談窓口 島本町桜井3-4-1 0120-87-5417
075-962-5417

豊能町・能勢町（大阪府池田子ども家
庭センター） （福）大阪府社会福祉協議会 はーと・ほっと相談室 池田市満寿美町9-17 072-752-6287

太子町・河南町・千早赤阪村（大阪
府富田林子ども家庭センター） （福）大阪府社会福祉協議会 はーと・ほっと相談室 富田林市寿町2-6-1 0721-25-1131

忠岡町・熊取町・田尻町・岬町（大阪
府岸和田子ども家庭センター） （福）大阪府社会福祉協議会 はーと・ほっと相談室 岸和田市宮前町7-30 072-441-2760

松原市

和泉市



 

 

 

１ 「公正採用選考 人権啓発推進員」の選任について 

企業の皆様方が人権問題を正しく認識し、応募者本人の適性と能力に基づく公正な採用選

考を行っていただくため、大阪府及び厚生労働省大阪労働局では、「大阪府公正採用選考人

権啓発推進員設置要綱」並びに「大阪労働局公正採用選考人権啓発推進員設置要綱」を定め、

適正な採用選考システム等の確立等に、中心的な役割を果たす担当者として、事業所内に「公

正採用選考人権啓発推進員（以下「推進員」という。）」の設置をお願いしています。 
 

２ 「推進員」の主な役割について 

選任された「推進員」の方々には、各種研修会等へ積極的に参加するなど、自己啓発に努

めていただくと共に、主に次の役割を果たしていただくよう、お願いします。 

① 企業内の公正な採用選考制度の確立と、人権問題への取り組みを推進する人事管理体制

の整備等に向けて中心的な役割をお願いします。 

② 従業員に対し、同和問題をはじめとする人権問題についての正しい理解と認識を深めて

いくため、研修計画の策定及び実施に関して中心的な役割をお願いします。 

③ 関係行政機関との連絡窓口をお願いします。 
 

３ 設置対象の事業所について 

① 常時使用する従業員数が 25人以上の事業所について、「推進員」の設置をお願いします。 

（但し、工場、支店、営業所等については人事権（採用権）を有する事業所。） 

② ①の他、大阪府知事または公共職業安定所長が管轄する地域において、推進員を選任す

ることが適当であると認める事業所。 

＊特に大阪府においては、公益性の高い社会福祉法人、医療法人、学校法人や、事業と

して個人情報を取り扱うことの多い職業紹介事業者や結婚紹介事業者等については、

25 人未満の事業所であっても「推進員」の設置をお願いしています。 
 

４ 「推進員」の選任または変更の届出手続きについて 

所定様式により管轄の公共職業安定所へ提出することにより、管轄公共職業安定所長、及

び大阪府知事への届出となります。 
 
５ 従業員に対する人権啓発研修の計画策定・実施・届出について 

従業員に対する人権啓発研修計画を策定した時、及び従業員に対して人権啓発研修を実施

した時は、大阪府知事に報告してください。 
 

６ 「推進員」対象の「新任・基礎研修」について 

大阪府では、厚生労働省大阪労働局と共催して毎月（二日間）、公正採用選考人権啓発推

進員「新任･基礎研修」を開催しています。新たに「推進員」として選任された方、または

以前から「推進員」に選任されていても、この研修を受講されていない方は、ぜひ受講して

いただきますようお願いします。（受講料：無料） 

＊日程等、詳しくは大阪府ホームページ「採用と人権」 

[http://www.pref.osaka.lg.jp/rosei/koseisaiyo/index.html]をご参照ください。 
 

７ 「推進員」制度に関するお問合せについて 

① 大阪府商工労働部 雇用推進室 労政課 労政・労働福祉グループ 電話：06-6210-9518 

② 厚生労働省 大阪労働局 職業対策課 電話：06-4790-6310 

③ 管轄の各公共職業安定所 ＊次ページ参照 

公正採用選考 人権啓発推進員について 



大阪労働局 選任 
      公正採用選考人権啓発推進員   報告書 
 大 阪 府 異動 
 

年   月   日 

 

公 共 職 業 安 定 所 長  様 
 

大 阪 府 知 事   様 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大阪労働局 選任 
公正採用選考人権啓発推進員を下記のとおり   しましたので報告します。 

大 阪 府 異動 

記 

推 進 員 氏 名  補助者氏名  

事業所における役職名  補助者の役職名  

 選 任 
年 月 日 

異 動 
    年    月    日 

常時使用する従業員数 人 業 種  ※産業分類番号  

変 更 事 項 

（該当項目に○印を記入） 
推進 員異動    事業所名変更    事業所所在地変更 

前 任 者 氏 名 

旧 事 業 所 名 

旧事業所所在地 

（該当項目を記入） 

 

※印欄は、事業所においては記入不要です。 

（管轄の公共職業安定所長に提出していただくことにより、大阪府知事へも提出されます。） 
※選任・異動報告を行った「推進員」の方は、公正採用選考人権啓発推進員 新任・基礎研修（毎月、 
府立労働センターで開催）を必ず受講ください。研修日程・申込票等詳しくは大阪府ＨＰ・採用と人権 
http://www.pref.osaka.lg.jp/rosei/koseisaiyo/400-suisin-kensyu.html をご覧ください。 

         〒  

所 在 地 

(ふりがな) 

事業所名 

代表者名 

電  話 

http://www.pref.osaka.lg.jp/rosei/koseisaiyo/400-suisin-kensyu.html


 

ハローワーク（公共職業安定所）一覧 

 

 ハローワーク 〒 所 在 地  電 話 番 号 Ｆ Ａ Ｘ 管 轄 区 域  

大 阪 東 
540- 
0011 

大阪市中央区農人橋2-1-36 
ピップビル1階～3階 

06-6942-4771 
✆音声ガイダンス実施 

06-6942-4784 
中央区 〈ﾊﾛｰﾜｰｸ大阪西の管轄区域を除く〉 

天王寺区、東成区、生野区、城東区、鶴見区 

梅   田 
530- 
0001 

大阪市北区梅田1-2-2 
大阪駅前第2ビル16階 

06-6344-8609 
✆音声ガイダンス実施 

06-6344-0840 

北区、都島区、旭区、福島区、此花区、 
西淀川区 
◎新規大学・高等学校・中学校卒業予定者の
求人は大阪新卒応援ﾊﾛｰﾜｰｸへ 

大阪新卒応援  
ハローワーク 

530- 
0017 

大阪市北区角田町8-47   
阪急ｸﾞﾗﾝﾄﾞﾋﾞﾙ 18階 

06-7709-9455 06-7709-9458 
◎ﾊﾛｰﾜｰｸ梅田管轄事業所の新規大学・高等学
校・中学校卒業予定者の求人受理 

大 阪 西 
552- 
0011 

大阪市港区南市岡1-2-34 
06-6582-5271 
✆音声ガイダンス実施 

06-4393-0577 

西区、港区、大正区、浪速区、中央区のうち  
安堂寺町、上汐、上本町西、瓦屋町、高津、島之内、

心斎橋筋、千日前、宗右衛門町、谷町６～９丁目、  

東平、道頓堀、中寺、難波、難波千日前、西心斎橋、

日本橋、東心斎橋、松屋町、南船場 

 

ハローワークプラザ

難波求人コーナー 

542- 
0076 

大阪市中央区難波2-2-3 
御堂筋ｸﾞﾗﾝﾄﾞﾋﾞﾙ 4階 

06-6214-9226 06-6214-1219 

◎ﾊﾛｰﾜｰｸ大阪西管轄事業所の求人の受理等、
求人者に対する各種支援 
◎高等学校・中学校卒業予定者の求人はﾊﾛｰﾜｰ
ｸ大阪西にて受理 

阿 倍 野 
545- 
0004 

大阪市阿倍野区文の里1-4-2 
06-4399-6007 
✆音声ガイダンス実施 06-7711-6021 

住之江区、住吉区、西成区、阿倍野区、 
東住吉区、平野区 
◎新規大学・高等学校・中学校卒業予定者の
求人は、あべの・わかものﾊﾛｰﾜｰｸへ 

あべの・わかもの
ハローワーク 

545- 
0052 

大阪市阿倍野区阿倍野筋1-5-1 
あべのﾙｼｱｽｵﾌｨｽビル棟10階 

06-4396-7380 06-6649-0332 
◎ﾊﾛｰﾜｰｸ阿倍野管轄事業所の新規大学・高等
学校・中学校卒業予定者の求人受理 

淀   川 
532- 
0024 

大阪市淀川区十三本町3-4-11 
06-6302-4771 
✆音声ガイダンス実施 

06-6886-3868 淀川区、東淀川区、吹田市 

布   施 
577- 
0056 

東大阪市長堂1-8-37 
イオン布施駅前店4階 

06-6782-4221 
✆音声ガイダンス実施 

06-6783-6768 東大阪市、八尾市 

堺 
590- 
0078 

堺市堺区南瓦町2-29 
堺地方合同庁舎1～3階 

072-238-8301 
✆音声ガイダンス実施 

072-238-8311 堺市 

岸 和 田 
596- 
0826 

岸和田市作才町1264 
072-431-5541 
✆音声ガイダンス実施 

072-423-8609 岸和田市、貝塚市 

池   田 
563- 
0058 

池田市栄本町12-9 
072-751-2595 
✆音声ガイダンス実施 

072-751-5848 池田市、豊中市、箕面市、豊能郡 

泉 大 津 
595- 
0025 

泉大津市旭町22-45     
ﾃｸｽﾋﾟｱ大阪2階 

0725-32-5181 
✆音声ガイダンス実施 

0725-22-2226 泉大津市、和泉市、高石市、泉北郡忠岡町 

藤 井 寺  
583- 
0027 

藤井寺市岡2-10-18 
DH藤井寺駅前ビル3階 

072-955-2570 
✆音声ガイダンス実施 

072-955-3770 柏原市、松原市、羽曳野市、藤井寺市 

枚   方 
573- 
0031 

枚方市岡本町7-1     
ﾋﾞｵﾙﾈ・ｲｵﾝ枚方店6階 

072-841-3363 
✆音声ガイダンス実施 

072-841-1101 枚方市、寝屋川市、交野市 

泉 佐 野 
598- 
0007 

泉佐野市上町2-1-20 
072-463-0565 
✆音声ガイダンス実施 

072-462-8689 泉佐野市、泉南市、阪南市、泉南郡 

茨   木 
567- 
0885 

茨木市東中条町1-12 
072-623-2551 
✆音声ガイダンス実施 

072-623-2896 茨木市、高槻市、摂津市、三島郡島本町 

河 内 長 野 
586- 
0025 

河内長野市昭栄町7-2 
0721-53-3081 
✆音声ガイダンス実施 

0721-53-3194 河内長野市、富田林市、大阪狭山市、南河内郡 

門   真 
571- 
0045 

門真市殿島町6-4 
守口門真商工会館2階 

06-6906-6831 
✆音声ガイダンス実施 

06-6908-8943 守口市、門真市、大東市、四條畷市 

 



 
 

～企業の人権啓発への取り組みを応援します～ 
 

公正採用選考 人権啓発推進員 
新任・基礎研修 

（２９年度前期） 

 
 
 
 

公正採用選考人権啓発推進員の責務と果たすべき役割を認識していただくため、推進員に係る 

基礎的な知識を身に付けていただきます。 
 
 
 
 
新しく選任された推進員、及び以前より選任されている推進員で、未だ「新任･基礎研修」を 

受講されていない方が対象です。（補助者の方などの職員研修としてのご活用も可能です。） 

 
 
 
 
研修期間は２日間。研修は毎月実施しており、どの時期でも受講することができます。また、 

課目単位で受講することも可能です。 

 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

公正採用選考人権啓発推進員制度について 
日本国憲法に明記される「職業選択の自由」を保障し、すべての人々の就職の機会均等が確保さ

れるためには、企業の皆様方が同和問題をはじめとする人権問題を正しく認識し、応募者本人の適

性と能力に基づく公正な採用選考を行っていただく必要があります。 

このため、本制度では、一定規模の事業所（大阪府では従業員２５名以上のほか、公益性の高い

社会福祉法人、医療法人、学校法人や事業所として個人情報を取り扱うことの多い事業者等につい

ては従業員２５名未満でも対象）において「公正採用選考人権啓発推進員」の設置を図り、この推

進員に対し研修等を行うことにより適正な採用選考システムの確立を図るとともに、推進員が中心

となって、企業内従業員に対する人権研修の計画・実施等を推進することを目的としています。 

新任・基礎研修の目的は？ 

受講対象者は？ 

実 施 概 要 



 
   

① 推進員の役割 (10:30～12:00) 

～推進員の制度概要､推進員に関わる法令など～ 

推進員になれば何をすべきなのか？推進員制度と推

進員の役割である公正な採用選考について関係法令

等を通じて学ぶ。 

 ⑤ 企業と同和問題 (10:00～11:30) 

「同和問題とはなにか？」「同和問題の歴史」などの同

和問題の基礎を学ぶとともに、部落差別の実態、今後

の同和問題の解決に向けた企業の果たすべき役割につ

いて考える。 

② 企業と人権１ (13:00～14:00) 

～企業が人権問題に取り組む必要性～ 

偏見とは？差別とは？社会に潜む誤解は無くなって

いない。営利企業がなぜ人権問題に取り組まなければ

ならないのかを学ぶ。 

 ⑥ 企業と障がい者雇用 (12:30～13:50) 

障がい者の社会的自立、すなわち｢職業｣を通じての自

立が障がい者福祉の基本である。企業の障がい者雇用

の実例を学ぶことにより、ノーマライゼーションの理

念に基づく社会の実現に向けた課題を認識する。 

③ 企業と人権２ (14:10～15:10) 

～企業倫理に基づく社内体制～ 

法令遵守（コンプライアンス）の徹底や企業倫理に基

づく社内体制の確立など人権研修を実施するメリッ

トを認識する。 

 ⑦ 企業と在日外国人 (14:00～15:20) 

日本には、194か国223万人を超える外国人が暮らして

いる。また、韓国・朝鮮籍の人が多く暮らしており、

その歴史的経緯や民族・文化の違いを認め尊重しあう

「共に生きる社会」をつくるために、企業として認識す

べきことを学ぶ。 

④ 企業と人権３ (15:20～16:20) 

～企業の様々な人権活動事例～ 

個人情報の保護など新たな人権問題、企業の海外進出

による国内外の外国人労働者との関係など企業の

様々な人権活動について学ぶ。 

 ⑧ 企業と男女機会均等 (15:30～16:50) 

女性が能力を十分に発揮するための雇用環境の整備が

企業に求められている。｢男女雇用機会均等法｣を中心

に固定的な性別役割分担意識を解消するためにどうす

べきかを考える。 

  ＊②～④（企業と人権 1．2．3）については、まとめて一つの課目単位とします。連続して受講してください。 

＊①～⑧各講座において 30分以上遅刻された講座については、当該講座の修了を認めません。 
 

◆ 新任･基礎研修の講座を１年以内に全て受講し、レポートの提出など修了要件を満たされた方には、 

 大阪府知事名で修了証書を交付します。

 

平成２８年度に講師を担当いただいた方々です。 

安 藤 正 彦 大阪同和・人権問題企業連絡会 名 倉 彰 子 
（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構大阪支部 

大阪障害者職業センター主幹障害者職業カウンセラー 

川 本 和 弘 （一社）部落解放・人権研究所 啓発企画部 朴  洋 幸 ＮＰＯ法人トッカビ 代表 

金  光 敏 ＮＰＯ法人コリアＮＧＯセンター 事務局長 日 高 庸 晴 宝塚大学 看護学部教授 

国 定 三 恵 Futaba  Language  School  代表 馬 郡  繁 大阪府障がい者雇用促進センター 障がい者雇用支援員 

小林久美子 
（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構大阪支部 

大阪障害者職業センター南大阪支所長 
松 村 匡 訓 （一財)大阪府人権協会 事業部 主事 

柴 原 浩 嗣 （一財）大阪府人権協会 業務執行理事兼事務局長 丸 濱  寛 ㈱アソウ・ヒューマニーセンター 

芝 本 正 明 大阪企業人権協議会 研修サポートセンター長 宮 前 綾 子 （一財)大阪府人権協会 事業部部長（人権啓発担当） 

高 山 義 弘 タカヤママネージメントアンドカンパニー 代表 森 田 良 仁 大阪同和・人権問題企業連絡会 常務理事 

棚 田 洋 平 （一社）部落解放・人権研究所 調査・研究部 文  公 輝 ＮＰＯ法人多民族共生人権教育センター 事務局次長 

津 川 龍 一 （一社）大阪府専修学校各種学校連合会 留学生委員 森藤啓治郎 丸善運輸倉庫（株） 代表取締役社長 

中 東 宏 一 大阪同和・人権問題企業連絡会 常務理事 八 木 裕 之 ＨＲＭ総研八木社会保険労務士事務所  

   （５０音順） 

大阪労働局雇用・環境均等部、大阪労働局職業安定部、大阪府商工労働部雇用推進室 

上記以外の講師も予定しています。 

新任・基礎研修 講座内容 

１ 日 目 

講 師 団 

２ 日 目 



 
・「新任･基礎研修」は、新しく選任された推進員、及び以前より選任されている推進員で、未だ本研修

を受講されていない方が対象です。 

・「新任･基礎研修」の講座を１年以内に全て受講し、レポートの提出など修了要件を満たされた方には、 

レポートの内容を審査のうえ、大阪府知事名で修了証書を交付します。（１年以内とは､最初の講座受

講日から起算し、１年を経過する満了日の属する実施月までです。） 

・修了証書の交付を希望される方は、研修に関するレポートを、全ての講座を受講後２週間以内にご提

出いただくことになります。（Ａ４用紙１枚の様式を研修当日に配付します。） 

・修了証書は郵送交付しています。修了証書送付用封筒として角形２号封筒（240㎜×332㎜）に送

付先をご記入の上、4５0円分（郵送料 140円、簡易書留 3１0円）の切手を貼付けたものを研修当

日にご持参ください。 

・修了証書の交付にあたり、「部落解放･人権大学講座」を既に受講された方は、２日目の講座（企業と

同和問題、企業と障がい者雇用、企業と在日外国人、企業と男女機会均等）についての受講を免除す

ることができますので、お申出ください。 

・受講料は無料です。 

・研修資料および受講票は研修当日にお渡ししますので、筆記用具をご持参ください。 

・研修実施日の午前７時時点で大阪府内いずれかの地域に「特別警報」または「暴風警報」が発令され

ていた場合は、「当日の研修を中止」します。 

 

 

・受講にあたっては、事前にお申込みが必要です。 

・受講希望者は、裏面「研修実施スケジュール・会場」をご確認のうえ、「申込み票」をＦＡＸ、メー

ル又は封書で大阪府雇用推進室あて提出してください。また、大阪府ホームページ「採用と人権」（下

記アドレス参照）に [Word 形式] の申込書を掲載していますので、ダウンロードしていただくこと

も可能です。メール送信の場合、そのまま添付ファイルとしてご利用いただいて結構です。 

・お申込みは定員に達するまで随時受付けています｡受付の通知・受講票は送付しません。お申込みの

上、直接会場へお越しください｡ 

・定員に達し、申込受付を終了した場合は、下記ホームページでお知らせします。 

 

 

*** 大阪府ホームページ ｢採用と人権｣ *** 

 

 

 

*** 大阪府ホームページ ｢採用と人権｣ *** 

http://www.pref.osaka.lg.jp/rosei/koseisaiyo/index.html 

「公正採用選考」や研修行事などの情報を提供！！ 

 

 

 

※ このリーフレットは１５，０００部作成し、１部あたりの単価は●円です。 

研修受講にあたってのお知らせ 

研修受講申込方法 

お問合せ・申し込み先 

大阪府商工労働部 雇用推進室労政課 労政・労働福祉グループ 

〒５５９－８５５５ 大阪市住之江区南港北 1-14-16 

TEL （０６）６２１０－９５１８  FAX （０６）６２１０—９５１７ 

E-mail rosei-g04@sbox.pref.osaka. l g
エルジー

.jp 

主 催／大 阪 府 ・ 大阪労働局   協 力／大阪企業人権協議会 
 

http://www.pref.osaka.lg.jp/rosei/koseisaiyo/index.html


 

 

≪研修開始時刻≫ 

1日目：10時30分～ 

2日目：10時00分～ 

（各講座の時間割については、

2ページをご確認ください。） 

 

研修当日、両日とも開始

前に研修についての簡単

な説明がありますので、

開始5分前までにご着席

ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

FAX番号 ０６－６２１０－９５１７ （大阪府商工労働部 雇用推進室） 

公正採用選考人権啓発推進員「新任・基礎研修」申込み票 

受 講 日 1日目    月   日（   ）  ／  ２日目    月   日（   ） 

法人 
・ 

事業所名 
※省略せず、法人

名・事業所（支社・

施設名）まで記入

してください。 

ふりがな 

 

 

所 在 地 

〒 

 
 

受講者名前 

ふりがな 役 職 名 
ま た は 

所 属 名 

 

  

電話番号  
ＦＡＸ番号  

受講は原則として２日連続でお願いします。但し、２日連続の受講が困難な場合は、各課目単位での受講も可能です。

ただし、１日目午後の②～④（企業と人権 1.2.3）は連続して受講してください。 

お申し込みは定員に達するまで随時受け付けます。受付の通知・受講票は送付しません。 

 

実施月 日 時 会 場 

平成２９年 ４月 
１日目：  ４月１７日（月） 
２日目：  ４月１８日（火） 

エル・おおさか 
（大阪府立労働センター） 

 

本館６Ｆ：大会議室 

 ５月 
１日目：  ５月１７日（水） 
２日目：  ５月１８日（木） 

 ６月 
１日目：  ６月 ８日（木） 
２日目：  ６月 ９日（金） 

 ７月 
１日目：  ７月１１日（火） 
２日目：  ７月１２日（水） 

８月 
１日目：  ８月２８日（月） 
２日目：  ８月２９日（火） 

９月 
１日目：  ９月２６日（火） 
２日目：  ９月２７日（水） 

研修実施スケジュール・会場(平成２９年度前期) 

【エル・おおさか】案内地図 

研修は、各月ともエル・おおさかで 

実施します。 
 
所在地：大阪市中央区北浜東 3-14 

最寄駅：・地下鉄谷町線「天満橋」駅 

（北改札→②番出口） 

     ・京阪本線「天満橋」駅 

         から西へ約 300m 

      ・京阪本線、地下鉄堺筋線「北
浜駅」より東へ 500m 

＊この「申込み票」に記載された個人情報については、受講申込み者・修了者の把握等、 

新任・基礎研修の実施に関わる必要な事務処理の目的以外には使用いたしません。 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

「男女いきいき・元気宣言」事業者募集！ 
 男性も女性もいきいきと働くことのできる取組みを進める 

意欲のある事業者のみなさんを、大阪府は応援します。 

 

「男女いきいき・元気宣言」事業者としてご登録いただくことで… 
 
企業向けの講座や研修などの情報をメールでお知らせします。 

 

大阪府提携の融資をご利用いただけます。 
・「おおさか男女いきいきサポートローン」（商工中金） 

・「エコビジョン・ダイバーシティ・カンパニー」融資制度（りそな銀行） 

 

「男女いきいき・元気宣言」事業者として、府のホーム 

ページ等を通じて、広く府民に紹介します。 

 

「男女いきいき・元気宣言」事業者であることを意味する 

シンボルマークを、名刺やホームページ、広告等に使用して 

いただけます。 

 
 

 

大阪府は、事業者のみなさんとともに、男性も女性も 

いきいきと働くことができる元気な大阪をめざします。 
 

 大阪府は、「女性の能力活用」や「仕事と家庭の両立支援」など、 

働く場における男女共同参画に向けた取組みを進め、男性も女性も 

いきいきと働くことのできる元気な企業・団体をめざしてがんばって 

いるみなさんを、「男女いきいき・元気宣言」事業者として登録し、 

その取組みを応援しています。 

 

 

 

 

大阪府知事の登録証を発行します！  
 

募集の対象や、登録の要件など、詳しくは裏面をご覧ください。  
 



 募集の対象  

Ｑ どのような事業者が登録の対象となりますか？ 
Ａ 大阪府内に事業所があり、男女がいきいきと働くことができる取り組みを行っている事業者で、かつ、

２人以上の女性従業員（うち少なくとも１人は正社員）を雇用している事業者が対象となります。 
  ※事業者とは、企業、財団・社団法人などをさします。（営利、非営利を問いません。） 

 

 登録の要件  

Ｑ どのような取組みをしている事業者が対象となりますか？ 
Ａ ①女性の能力を活用するための取組み、②男性の育児参加を支援するための取組み、③仕事と家庭・

その他の活動が両立できるようにするための取組み、④男女がともに働きやすい職場づくりのための

取組みのいずれかに取り組んでいる事業者が登録対象となります。 

 

取組み事例の紹介（次のような取組みを一つでも実践している事業者が登録対象となります） 

①女性の能力を活用するための取組み 
・営業や理工系技術者など女性が少ない職種や職場に女性を積極的に採用・配置するなど、女性の採用拡大や
職域拡大などに取り組んでいる。 

・女性の管理職の割合を高めるための目標設定や、人事考査基準の明確化などに取り組んでいる。 
・女性の仕事に対するチャレンジ意欲向上や意識改革を図るため、職員研修の充実などに取り組んでいる。  

など 

②男性の育児参加を支援するための取組み 
・男性の育児参加を支援するための具体的な計画や方針がある。 
・男性の育児休業取得を促進するため、管理職の指導や研修を実施している。               

など 

③仕事と家庭・その他の活動が両立できるようにするための取組み 
・育児や介護などを行いながら仕事を続けられるように、育児・介護・看護のための休業制度や短時間勤務 
制度など様々な制度の導入に積極的に取り組んでいる。 

・仕事と家庭の両立に悩む従業員のための相談体制の整備や、管理職研修の実施などに取り組んでいる。 
・育児等により休業した従業員が復職しやすいように、休業中の情報提供などに取り組んでいる。 

など 

④男女がともに働きやすい職場づくりのための取組み 
・セクシュアル･ハラスメントを防止するために、職員研修の充実や相談体制の整備、カウンセラーの配置 
などに取り組んでいる。 

・男女の固定的な役割分担意識の解消のために管理職や従業員の研修や意識啓発などに取り組んでいる。 
・男女がともに働きやすい職場とするため、施設･設備の改善や作業方法の見直しなどに取り組んでいる。    

など 

 

 
応募・お問い合わせ 
 

大阪府 府民文化部 男女参画・府民協働課 男女共同参画グループ 
〒540-0008 大阪市中央区大手前 1-3-49 
大阪府立男女共同参画・青少年センター（ドーンセンター）３階  
電話：06-6210-9321 ／ FAX : 06-6210-9322 

 
 

ホームページ 
 

応募用紙をダウンロードしていただけます。 
大阪府 男女いきいき 検索  
http://www.pref.osaka.lg.jp/danjo/ikiiki2013/index.html  



 

 

 

記入日：平成  年  月  日 

応 募 者  所 属 部 署  

電 話 番 号  FAX 番 号  

E - m a i l   

【企業・団体等の概要】 

名 称  

所 在 地 
〒 
 

代 表 者  

電 話 番 号  FAX 番 号  

HP アドレス  

業 種 

 
＊該当するものに

○をつけてくだ

さい。 

A 農業，林業 

B 漁業 

C 鉱業，採石業，砂利採取業 

D 建設業 

E 製造業 

F 電気・ガス・熱供給・水道業 

G 情報通信業 

H 運輸業，郵便業 

I  卸売業，小売業 

J 金融業，保険業 

K 不動産業，物品賃貸業 

L 学術研究，専門・技術サービス業 

M 宿泊業，飲食サービス業 

N 生活関連サービス業，娯楽業 

O 教育，学習支援業 

P 医療，福祉 

Q 複合サービス事業 

R サービス業（他に分類されないもの） 

S 公務（他に分類されるものを除く） 

T その他（          ） 

従 業 員 数  計      人  （うち 女性     人 ） 

 うち 正社員 計      人  （うち 女性     人 ） 

【実施している取組の内容】＊該当する取組に○をつけてください。（複数回答可） 

１ 女性の能力を活用するための取組 

２ 男性の育児参加を支援するための取組 

３ 仕事と家庭・その他の活動が両立できるようにするための取組 

４ 男女がともに働きやすい職場づくりのための取組 

５ その他、働く場における男女共同参画を推進するための取組 

●具体的内容（取組・制度名、実績等、あればご記入ください。） 
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